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調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項

日
本

側
投

入
は

計
画

通
り

実
施

さ
れ

た
か

。

相
手

国
側

投
入

は
計

画
通

り
実

施
さ

れ
た

か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

調
査

結
果

投
入

実
績

の
詳

細
は

、
合

同
評

価
報

告
書

A
N

N
E
X
5
～

7
の

と
お

り
。

・
第

三
国

研
修

：
2
回

実
施

（
1
4
カ

国
、

計
5
5
名

参
加

）
・
内

国
研

修
　

：
1
2
回

実
施

（
F
iji

, 
K
ir
ib

at
i, 

P
N

G
, 
S
o
lo

m
o
n
 I
sl

an
ds

*
2
, 
R

M
I, 

F
S
M

*
2
, 
N

au
ru

, 
S
am

o
a*

2
, 
V

an
u
at

u
）

・
本

邦
研

修
：
2
回

実
施

（
1
3
カ

国
、

計
1
6
名

参
加

）
・
地

域
戦

略
レ

ビ
ュ

ー
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

：
5
回

実
施

（
4
 s

u
b-

re
gi

o
n
al

, 
1
 r

e
gi

o
n
al

)

投
入

実
績

の
詳

細
は

、
合

同
評

価
報

告
書

A
N

N
E
X
8
～

9
の

と
お

り
。

・
C

P
配

置
1
0
名

（
S
P

R
E
P

3
名

、
M

N
R

E
7
名

）
・
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

負
担

：
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

1
ヶ

所
（
S
P

R
E
P

内
）
、

研
修

施
設

提
供

等

タ
フ

ァ
イ

ガ
タ

処
分

場
が

モ
デ

ル
と

な
り

改
善

さ
れ

た
事

例
・
国

と
し

て
は

、
サ

モ
ア

（
V

ai
aa

ta
）
、

バ
ヌ

ア
ツ

（
B

o
u
ff

a)
、

フ
ィ

ジ
ー

（
L
au

to
ka

)、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
（
K
o
sr

ae
）
の

4
箇

所
が

確
認

さ
れ

て
い

る
（
指

標
１

）
。

こ
の

う
ち

、
サ

モ
ア

を
含

む
3
カ

国
（
バ

ヌ
ア

ツ
お

よ
び

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

）
で

準
好

気
性

構
造

を
導

入
し

た
処

分
場

改
善

が
行

わ
れ

て
い

る
。

さ
ら

に
、

5
カ

国
（
フ

ィ
ジ

ー
、

パ
ラ

オ
、

ソ
ロ

モ
ン

、
ト

ン
ガ

、
バ

ヌ
ア

ツ
）
が

日
本

政
府

に
準

好
気

性
構

造
を

用
い

た
処

分
場

改
善

に
関

す
る

協
力

要
請

書
を

提
出

し
て

い
る

。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

策
定

し
た

「
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

運
営

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
」
は

準
好

気
性

を
導

入
後

の
処

分
場

 に
該

当
す

る
事

項
が

多
く
、

o
pe

n
-
du

m
pi

n
gで

ゴ
ミ

を
捨

て
て

い
る

処
分

場
に

は
そ

の
ま

ま
活

用
で

き
な

い
こ

と
も

多
い

。
・
準

好
気

性
埋

立
の

経
験

の
普

及
は

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

目
的

の
一

つ
で

あ
っ

た
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

し
た

タ
フ

ァ
イ

ガ
タ

処
分

場
運

営
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
た

運
営

管
理

を
行

う
た

め
に

は
、

ま
ず

準
好

気
性

構
造

の
導

入
が

必
要

で
あ

っ
た

。
・
大

洋
州

の
国

々
は

地
理

的
条

件
、

立
地

条
件

に
類

似
性

が
多

く
、

全
体

の
約

7
～

8
割

の
国

に
お

い
て

内
陸

の
埋

立
地

に
処

分
場

が
位

置
し

て
お

り
、

こ
れ

ら
の

処
分

場
で

は
準

好
気

性
を

導
入

す
る

こ
と

は
可

能
。

一
部

の
国

（
例

．
キ

リ
バ

ス
、

ツ
バ

ル
な

ど
の

環
礁

低
地

）
で

は
、

処
分

場
が

海
の

中
に

埋
め

立
て

る
方

式
を

取
っ

て
い

る
た

め
、

準
好

気
性

の
適

用
は

出
来

な
い

。
・
フ

ィ
ジ

ー
：
現

在
進

め
ら

れ
て

い
る

一
部

改
善

事
業

で
は

、
サ

モ
ア

モ
デ

ル
で

の
処

分
場

改
善

手
法

は
適

用
さ

れ
て

い
な

い
。

こ
れ

は
、

ブ
ナ

ト
処

分
場

が
マ

ン
グ

ロ
ー

ブ
林

に
隣

接
す

る
エ

リ
ア

で
あ

り
、

立
地

条
件

上
適

用
が

困
難

、
ま

た
経

費
的

に
も

覆
土

の
定

期
的

な
確

保
が

困
難

と
い

う
ラ

ウ
ト

カ
市

役
所

の
財

政
状

況
も

理
由

と
な

っ
て

い
る

現
行

P
D

M
(v

e
r.
6
)上

の
指

標
（
＋

補
完

的
に

必
要

な
項

目
も

追
加

）

1
-
2
 モ

デ
ル

と
は

何
を

指
す

か
（
具

体
的

に
）
→

モ
デ

ル
の

他
国

へ
の

適
応

可
能

性
、

課
題

な
ど

1
-
1
 A

c
ti
o
n
s 

to
w

ar
d 

la
n
df

ill
 i
m

pr
o
ve

m
e
n
t 

am
o
n
g 

h
ig

h
is

la
n
d 

c
o
u
n
tr

ie
s 

ar
e
 t

ak
e
n
 f

o
r 

m
o
re

 t
h
an

 s
ix

 s
it
e
s 

by
ap

pl
yi

n
g 

th
e
 s

im
ila

r 
m

e
th

o
d 

to
 t

h
e
 T

af
ai

ga
ta

 l
an

df
ill

 i
n

S
am

o
a.

1
. 
実

績
の

検
証

 （
A

C
H

IE
V

E
M

E
N

T
)

必
要

な
デ

ー
タ

投
入

実
績

：
専

門
家

派
遣

状
況

、
研

修
員

受
け

入
れ

状
況

、
機

材
供

与
実

績
、

経
費

1
-
1

投
入

実
績

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
:

サ
モ

ア
国

の
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
最

終
処

分
場

で
導

入
さ

れ
た

処
分

場
管

理
手

法
が

、
モ

デ
ル

ケ
ー

ス
と

し
て

大
洋

州
島

嶼
国

各
国

に
普

及
さ

れ
る

。

投
入

実
績

：
C

P
配

置
状

況
、

施
設

機
材

配
備

状
況

、
運

営
費

の
概

要
等

２．評価グリッド（調査結果記入版）

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
:

大
洋

州
島

嶼
国

各
国

の
国

家
廃

棄
物

管
理

戦
略

及
び

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

案
が

、
大

洋
州

地
域

廃
棄

物
対

策
戦

略
に

沿
っ

て
作

成
さ

れ
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
:

大
洋

州
島

嶼
国

間
の

廃
棄

物
管

理
に

関
す

る
域

内
の

情
報

交
流

が
S
P

R
E
P

を
通

じ
て

促
進

さ
れ

る
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
:

自
動

車
・
大

型
ゴ

ミ
等

の
適

正
処

理
困

難
物

の
対

策
が

検
討

さ
れ

る
。

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

種
類

と
し

て
、

①
S
P

R
E
P

 W
as

te
 F

o
ru

m
、

②
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
発

行
（
3
回

）
が

挙
げ

ら
れ

る
。

こ
の

他
、

各
国

で
の

研
修

実
施

に
よ

り
D

V
D

を
含

む
教

材
の

配
布

を
情

報
発

信
の

一
環

と
し

て
行

っ
て

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

同
フ

ォ
ー

ラ
ム

は
立

ち
上

げ
か

ら
現

時
点

ま
で

で
計

1
8
回

の
投

稿
が

あ
る

の
み

で
あ

り
、

そ
の

う
ち

P
IF

諸
国

か
ら

の
投

稿
は

含
ま

れ
て

い
な

い
な

ど
、

そ
の

活
用

状
況

は
活

発
で

あ
る

と
は

言
い

難
い

。
・
本

邦
研

修
（
2
0
0
9
年

九
州

）
の

参
加

者
に

よ
る

メ
ー

リ
ン

グ
リ

ス
ト

が
立

ち
上

げ
ら

れ
、

1
4
カ

国
か

ら
の

参
加

者
間

で
情

報
交

換
が

行
わ

れ
て

い
る

。
・
本

邦
研

修
や

サ
モ

ア
を

初
め

と
す

る
内

国
研

修
の

実
施

そ
の

も
の

が
各

参
加

者
間

の
情

報
交

換
の

場
と

し
て

も
機

能
し

て
い

た
こ

と
も

追
記

で
き

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

中
、

P
IF

諸
国

に
対

す
る

質
問

票
を

通
じ

た
調

査
を

行
っ

た
が

、
回

収
率

は
低

か
っ

た
（
バ

ヌ
ア

ツ
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

、
キ

リ
バ

ス
の

み
回

答
あ

り
）
。

こ
れ

は
取

り
組

み
自

体
が

少
な

い
こ

と
に

起
因

す
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
優

良
事

例
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

作
成

：
事

例
自

体
の

数
及

び
そ

の
多

様
性

が
限

ら
れ

て
い

る
た

め
に

、
時

期
尚

早
と

判
断

さ
れ

た
（
川

畑
専

門
家

、
2
0
0
8
年

6
月

）
・
S
P

R
E
P

と
し

て
は

既
存

報
告

書
の

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

や
新

た
な

調
査

に
は

関
心

を
示

し
て

お
ら

ず
、

具
体

的
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
を

期
待

し
て

い
る

。
（
な

お
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

予
定

は
特

に
な

い
）

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
キ

リ
バ

ス
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
事

業
に

資
金

協
力

を
し

、
大

型
廃

棄
物

を
一

箇
所

に
集

め
海

外
へ

輸
送

す
る

試
み

を
支

援
し

た
。

ま
た

、
2
0
0
9
年

9
月

の
津

波
災

害
を

受
け

、
サ

モ
ア

の
被

災
地

の
住

民
た

ち
と

と
も

に
ク

リ
ー

ン
ア

ッ
プ

事
業

を
支

援
し

た
。

理
由

と
な

っ
て

い
る

。

･本
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

指
標

で
あ

る
N

S
W

M
S
策

定
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

に
挙

げ
ら

れ
る

活
動

（
E
4
）
そ

の
も

の
で

あ
る

が
、

S
P

R
E
P

中
間

レ
ビ

ュ
ー

に
よ

れ
ば

、
8
カ

国
で

N
S
W

M
S
ド

ラ
フ

ト
の

策
定

完
了

、
6
カ

国
で

ド
ラ

フ
ト

策
定

開
始

ま
た

は
実

施
中

と
の

結
果

を
得

た
。

・
上

記
の

国
の

う
ち

、
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

有
無

ま
で

は
右

報
告

書
に

は
記

載
が

な
し

。

4
-
1
 I
n
fo

rm
at

io
n
 o

n
 a

ba
n
do

n
e
d 

ve
h
ic

le
s 

an
d 

o
th

e
r 

bu
lk

y
w

as
te

s 
in

 t
h
e
 P

ac
if
ic

 r
e
gi

o
n
 i
s 

c
o
lle

c
te

d.

2
-
1
 S

ix
 P

IF
 c

o
u
n
tr

ie
s 

de
ve

lo
p 

dr
af

t 
N

at
io

n
al

 S
o
lid

 W
as

te
M

an
ag

e
m

e
n
t 

S
tr

at
e
gi

e
s 

an
d 

A
c
ti
o
n
 P

la
n
s.

3
-
1
 A

 w
as

te
 m

an
ag

e
m

e
n
t 

n
e
tw

o
rk

 f
o
r 

th
e
 p

ar
ti
c
ip

at
in

g
c
o
u
n
tr

ie
s 

in
 t

h
e
 J

IC
A

 T
h
ir
d 

C
o
u
n
tr

y 
T
ra

in
in

g 
P

ro
gr

am
 i
s

de
ve

lo
pe

d 
an

d 
m

ai
n
ta

in
e
d 

by
 S

E
P

R
E
P

.

1
-
2

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況

－91－



プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

調
査

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ

2
-
1

活
動

実
施

状
況

・
活

動
の

実
施

状
況

・
活

動
修

正
有

無
と

理
由

（
例

．
本

邦
／

第
三

国
→

内
国

研
修

へ
）

2
-
2

技
術

移
転

・
伝

達
し

た
技

術
の

内
容

と
方

法
（
マ

ニ
ュ

ア
ル

、
O

J
T
等

）
・
技

術
移

転
対

象
者

の
所

属
先

や
職

位
、

数

2
-
3

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
仕

組
み

、
計

画
の

修
正

内
容

、
手

法
（
戦

略
）
の

見
直

し
、

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
の

体
制

2
-
4

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

管
理

・
派

遣
専

門
家

の
数

・
分

野
の

決
定

プ
ロ

セ
ス

、
背

景
・
派

遣
形

態
の

変
更

（
長

期
→

短
期

）
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

影
響

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

頻
度

、
方

法
、

計
画

変
更

時
の

対
応

状
況

、
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

の
体

制
、

協
力

内
容 コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
頻

度
、

方
法

活
動

へ
の

参
加

状
況

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
頻

度
、

方
法

、
内

容

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

理
解

度
、

貢
献

度
合

い

S
P

R
E
P

及
び

サ
モ

ア
国

側
の

負
担

実
績

・
活

動
B

3
、

Ｇ
５

、
H

2
、

I1
に

つ
い

て
は

、
S
P

R
E
P

中
間

レ
ビ

ュ
ー

報
告

書
で

は
デ

ー
タ

が
な

い
か

、
ご

く
限

ら
れ

た
も

の
で

あ
っ

た
。

こ
の

た
め

、
こ

れ
ら

４
つ

の
活

動
に

つ
い

て
各

国
廃

棄
物

担
当

者
に

対
す

る
質

問
票

を
通

じ
て

デ
ー

タ
収

集
を

試
み

た
。

・
P

IF
諸

国
に

お
け

る
B

3
、

G
1
、

H
2
、

I1
の

4
つ

の
活

動
に

つ
い

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
取

り
組

み
は

限
定

的
で

あ
っ

た
 。

・
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
ア

セ
ス

メ
ン

ト
（
B

3
）
に

関
し

て
は

、
第

3
国

研
修

や
本

邦
研

修
な

ど
に

際
し

て
準

備
さ

れ
る

カ
ン

ト
リ

ー
レ

ポ
ー

ト
が

作
成

さ
れ

た
以

外
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

ア
セ

ス
メ

ン
ト

に
関

す
る

活
動

は
組

み
込

ま
れ

て
い

な
い

。
調

査
団

で
実

施
し

た
質

問
票

に
よ

る
調

査
に

よ
れ

ば
、

サ
モ

ア
を

含
む

7
カ

国
で

本
活

動
（
B

3
）
を

あ
る

程
度

実
施

し
た

と
回

答
が

あ
っ

た
も

の
の

、
そ

の
ほ

と
ん

ど
は

限
ら

れ
た

ス
コ

ー
プ

で
実

施
さ

れ
た

も
の

で
あ

っ
た

。
な

お
、

地
域

レ
ベ

ル
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

ア
セ

ス
メ

ン
ト

実
施

に
際

し
、

今
後

共
通

の
枠

組
み

（
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

）
が

S
P

R
E
P

主
導

で
策

定
さ

れ
る

見
通

し
で

あ
る

 。

調
査

結
果

処
分

場
運

営
、

維
持

管
理

に
つ

い
て

は
、

民
間

業
者

に
2
-
3
年

ご
と

に
委

託
し

て
い

る
が

、
こ

の
た

め
の

予
算

は
サ

モ
ア

国
政

府
よ

り
毎

年
恒

常
的

に
確

保
さ

れ
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

に
そ

の
額

は
増

加
し

た
。

人
員

・
専

門
分

野
、

地
域

の
選

定
や

変
更

に
か

か
る

決
定

は
ど

の
よ

う
な

プ
ロ

セ
ス

で
な

さ
れ

て
い

る
の

か
。

そ
の

決
定

結
果

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
影

響
は

。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

良
好

か
。

共
同

し
て

問
題

に
対

処
し

た
か

。

実
施

機
関

や
C

P
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

は
高

い
か

。
（
関

係
機

関
や

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

参
加

度
合

い
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

は
高

い
か

。
）

受
益

者
（地

方
自

治
体

、
事

業
者

、
住

民
等

）と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

ど
う

で
あ

る
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
（
J
O

C
V

、
近

隣
国

の
環

境
当

局
、

等
）
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
ど

う
で

あ
っ

た
か

。

・
S
P

R
E
P

主
導

で
実

施
す

る
も

の
（
B

1
、

B
6
）
：
研

修
の

実
施

（
B

1
)お

よ
び

W
as

te
 I
n
fo

rm
at

io
n
 N

e
tw

o
rk

の
維

持
（
B

6
)に

つ
い

て
は

、
S
P

R
E
P

に
よ

り
実

施
さ

れ
た

。
①

　
N

S
W

M
S
策

定
（
E
4
）
：
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
内

国
研

修
を

通
じ

て
重

点
的

に
支

援
。

各
国

の
実

績
は

上
記

１
－

２
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
２

）
の

と
お

り
。

②
　

処
分

場
改

善
：
S
P

R
E
P

中
間

レ
ビ

ュ
ー

報
告

書
に

よ
れ

ば
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

、
パ

ラ
オ

、
サ

モ
ア

、
ト

ン
ガ

、
バ

ヌ
ア

ツ
の

５
カ

国
で

S
ta

rt
e
d 

o
r 

o
n
-
go

in
g

・
処

分
場

改
善

（
G

1
）
と

処
分

場
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
（
I1

）
に

関
し

て
は

、
サ

モ
ア

を
含

む
い

く
つ

か
の

P
IF

諸
国

（
バ

ヌ
ア

ツ
、

パ
ラ

オ
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

等
）
で

直
接

的
な

取
り

組
み

が
行

わ
れ

た
。

こ
れ

ら
の

国
で

は
既

に
準

好
気

性
構

造
の

処
分

場
が

導
入

さ
れ

て
い

る
。

2
-
6

認
識

（
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

）

2
-
5

関
係

者
と

の
関

わ
り

方
（
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

）

大
洋

州
地

域
廃

棄
物

対
策

地
域

戦
略

（
R

e
gi

o
n
al

 S
tr

at
e
gy

)が
、

太
平

洋
島

嶼
国

各
国

で
実

施
さ

れ
る

。 調
査

の
視

点
/
調

査
事

項

予
算

の
手

当
て

は
十

分
か

。

現
行

P
D

M
(v

e
r.
6
)上

の
指

標

1
-
3

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
状

況
2
 各

国
に

お
け

る
各

活
動

の
実

施
状

況
（
特

に
、

B
3
, 
G

5
, 
H

2
, 
I1

に
つ

い
て

重
点

的
に

）
 B

3
: 
A

ss
e
ss

m
e
n
t 

o
f 
n
at

io
n
al

 c
ap

ac
it
ie

s 
in

 w
as

te
m

an
ag

e
m

e
n
t

 G
5
: 
A

ss
e
ss

m
e
n
t 

o
f 
re

gi
o
n
al

 o
pt

io
n
s 

fo
r 

m
an

ag
in

g
di

ff
ic

u
lt
 w

as
te

s
 H

2
: 
C

o
lle

c
ti
o
n
 a

n
d 

an
al

ys
is

 o
f 
w

as
te

 d
at

a
 I
1
: 
R

o
u
ti
n
e
 l
an

df
ill

 a
n
d 

di
sp

o
sa

l 
si

te
 m

o
n
it
o
ri
n
g

1
 E

ig
h
t 

ac
ti
vi

ti
e
s 

pr
o
po

se
d 

in
 t

h
e
 R

e
gi

o
n
al

 S
tr

at
e
gy

 a
re

c
o
n
du

c
te

d.
(E

ig
h
t 

ac
ti
vi

ti
e
s 

ar
e
 B

1
, 
B

3
, 
B

6
, 
E
4
, 
G

1
, 
G

5
, 
H

2
, 
an

d 
I1

re
sp

e
c
ti
ve

ly
.)

活
動

は
計

画
通

り
実

施
さ

れ
て

い
る

か
。

活
動

計
画

の
修

正
の

理
由

は
何

か
。

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は
な

い
か

。
そ

れ
ぞ

れ
の

技
術

移
転

の
対

象
者

数
は

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

誰
が

、
ど

の
よ

う
に

、
ど

の
よ

う
な

頻
度

で
実

施
、

そ
の

結
果

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
に

反
映

さ
れ

て
い

る
か

。

サ
モ

ア
に

は
自

治
体

が
存

在
せ

ず
、

ゴ
ミ

の
収

集
や

終
処

分
場

の
運

営
管

理
は

そ
れ

ぞ
れ

民
間

業
者

に
委

託
さ

れ
て

い
る

。
M

N
R

E
が

こ
れ

ら
の

業
者

を
監

督
す

る
立

場
に

あ
る

が
、

と
く
に

終
処

分
場

の
運

営
管

理
に

つ
い

て
は

十
分

に
監

督
で

き
て

い
る

と
は

言
い

難
い

状
況

で
あ

る
。

・
S
P

R
E
P

に
つ

い
て

は
、

太
平

洋
地

域
の

廃
棄

物
管

理
は

本
来

業
務

と
し

て
行

っ
て

お
り

、
同

機
関

は
域

内
同

分
野

に
お

け
る

主
導

的
機

関
で

あ
る

。
専

門
家

不
在

機
関

も
サ

モ
ア

国
内

の
み

な
ら

ず
他

P
IF

諸
国

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

行
う

な
ど

、
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
高

い
。

・
サ

モ
ア

国
環

境
省

（
M

N
R

E
）
の

廃
棄

物
担

当
官

の
人

員
は

協
力

期
間

中
に

増
員

さ
れ

て
お

り
、

処
分

場
内

に
常

駐
す

る
ス

タ
ッ

フ
が

本
来

業
務

と
し

て
処

分
場

運
営

・
維

持
管

理
に

携
わ

っ
て

い
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
第

三
年

次
よ

り
、

第
三

国
研

修
か

ら
内

国
研

修
へ

と
活

動
の

重
点

が
シ

フ
ト

し
た

。
前

者
で

は
①

渡
航

に
係

る
時

間
・
コ

ス
ト

が
か

か
る

、
②

人
材

が
限

ら
れ

れ
て

い
る

た
め

、
毎

年
参

加
者

が
固

定
化

す
る

、
③

各
国

あ
た

り
の

参
加

者
が

少
な

い
た

め
、

帰
国

後
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
を

実
行

に
移

す
こ

と
が

困
難

で
あ

る
、

等
の

状
況

に
鑑

み
、

内
国

研
修

に
変

更
す

る
こ

と
と

し
た

。

＜
サ

モ
ア

＞
・
前

半
期

の
活

動
で

は
処

理
水

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

月
一

ベ
ー

ス
で

行
わ

れ
た

が
、

専
門

家
に

よ
る

検
査

手
法

が
浸

透
し

て
お

ら
ず

試
薬

の
不

足
等

か
ら

、
そ

の
後

中
断

し
て

い
る

。
現

在
短

期
専

門
家

が
現

状
の

浸
出

水
の

分
析

を
実

施
し

、
適

正
な

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

項
目

を
検

討
し

て
い

る
。

・
処

分
場

運
営

管
理

体
制

の
強

化
：
①

処
理

水
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
必

要
性

が
認

識
さ

れ
廃

棄
物

課
の

業
務

に
組

み
入

れ
ら

れ
た

。
②

維
持

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
案

が
廃

棄
物

課
と

と
も

に
作

成
さ

れ
た

。
③

廃
棄

物
課

長
の

交
代

に
伴

い
廃

棄
物

処
分

管
理

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
ビ

ル
デ

ィ
ン

グ
（
研

修
）
を

実
施

し
た

。

2
0
0
9
年

1
0
月

に
は

サ
モ

ア
国

側
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

S
P

R
E
P

に
よ

り
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

の
月

次
視

察
を

行
う

た
め

の
委

員
会

が
設

置
さ

れ
た

。
こ

の
中

で
、

S
P

R
E
P

、
M

N
R

E
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

メ
ン

バ
ー

構
成

で
月

に
一

度
処

分
場

を
訪

問
し

、
維

持
管

理
へ

の
技

術
的

な
ア

ド
バ

イ
ス

を
提

供
し

て
い

る
。

後
半

期
に

さ
し

か
か

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
の

観
点

か
ら

専
門

家
に

求
め

ら
れ

る
T
O

R
に

も
変

化
が

あ
り

（
研

修
実

施
の

調
整

業
務

を
主

体
と

し
、

処
分

場
の

運
営

管
理

な
ど

の
技

術
面

に
つ

い
て

は
含

ま
れ

な
か

っ
た

）
、

そ
の

Ｔ
Ｏ

Ｒ
に

適
し

た
専

門
家

（
業

務
調

整
型

の
専

門
家

）
を

引
き

続
き

福
岡

市
か

ら
得

る
こ

と
が

難
し

い
と

判
断

さ
れ

た
た

め
、

民
間

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

委
託

へ
と

移
行

し
た

。
こ

の
派

遣
形

態
の

移
行

に
よ

り
、

派
遣

期
間

も
短

期
の

シ
ャ

ト
ル

型
派

遣
へ

と
変

更
さ

れ
た

（
予

算
上

の
制

約
に

よ
る

と
こ

ろ
が

大
き

い
）
。

・
特

に
大

き
な

問
題

は
指

摘
な

し
。

・
研

修
実

施
に

か
か

る
予

算
管

理
の

主
管

が
J
IC

A
と

S
P

R
E
P

と
の

間
で

行
っ

た
り

き
た

り
し

、
S
P

R
E
P

側
で

繰
り

返
さ

れ
る

変
更

に
対

応
し

て
の

事
務

処
理

に
時

間
を

要
し

た
こ

と
は

あ
っ

た
。

S
P

R
E
P

中
間

レ
ビ

ュ
ー

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

実
施

に
あ

た
っ

て
は

、
大

洋
州

地
域

を
4
つ

の
su

b-
re

gi
o
n
に

分
け

、
各

地
域

で
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
後

、
各

S
u
b-

re
gi

o
n
代

表
者

が
サ

モ
ア

に
集

ま
り

情
報

交
換

を
行

っ
た

。
S
u
b-

re
gi

o
n
に

お
け

る
各

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

は
S
P

R
E
P

担
当

官
が

同
行

し
た

。

－92－



2
-
7

C
P

C
P

の
配

置
状

況
、

C
P

交
替

の
理

由

2
-
8

そ
の

他

こ
れ

ま
で

提
示

さ
れ

た
問

題
点

と
原

因

調
査

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ

サ
モ

ア
国

お
よ

び
太

平
洋

諸
国

の
開

発
政

策
、

計
画

日
本

の
太

平
洋

諸
国

に
お

け
る

援
助

政
策

現
地

既
存

・
日

本
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
活

用
状

況
、

現
地

の
状

況
に

適
し

た
協

力
形

態
選

択
が

で
き

て
い

る
か

日
本

の
技

術
を

用
い

た
指

導
実

績

3
-
4

そ
の

他

政
策

、
経

済
、

社
会

な
ど

の
変

化
を

示
す

情
報

調
査

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ

4
-
1

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測

プ
ロ

ジ
ェ

ク
目

標
の

達
成

度
合

い

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

関
連

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

関
連

外
部

条
件

の
影

響

該
当

す
る

事
例

の
確

認

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
。

外
部

条
件

が
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
。

上
記

1
-
3
の

調
査

結
果

を
参

照
・
P

D
M

上
で

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
を

図
る

具
体

的
か

つ
明

確
な

指
標

が
設

定
さ

れ
て

い
な

い
（
こ

の
た

め
、

各
8
つ

の
活

動
の

P
IF

各
国

に
お

け
る

達
成

度
を

判
断

す
る

こ
と

に
限

界
あ

り
）
。

調
査

の
視

点
/
調

査
事

項

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
サ

モ
ア

国
の

廃
棄

物
管

理
分

野
の

開
発

課
題

に
対

す
る

効
果

を
挙

げ
る

戦
略

と
し

て
適

切
か

。
（
ア

プ
ロ

ー
チ

、
対

象
地

域
の

選
定

、
他

ド
ナ

ー
と

の
援

助
協

調
に

よ
る

相
乗

効
果

　
等

）

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

実
施

に
よ

る
結

果
と

し
て

も
た

ら
さ

れ
て

い
る

か

4
.有

効
性

　
（
E
F
F
E
C

T
IV

E
N

E
S

S
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、
期

待
さ

れ
る

効
果

が
発

現
す

る
か

。

相
手

国
対

象
地

域
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

中
間

レ
ビ

ュ
ー

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

取
り

巻
く
環

境
（
政

治
、

経
済

、
社

会
）
の

変
化

は
な

い
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
の

見
込

み
は

あ
る

か
。

４
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
充

分
で

あ
る

か
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か

3
-
2

優
先

度

3
-
1

必
要

性

調
査

の
視

点
/
調

査
事

項

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
る

か
。

（
日

本
の

経
験

を
活

か
せ

て
い

る
か

。
）

相
手

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
。

そ
の

他
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
過

程
で

生
じ

て
い

る
問

題
は

あ
る

か
。

そ
の

原
因

は
何

か
。

4
-
2

因
果

関
係

そ
の

他
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

貢
献

ま
た

は
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
。

日
本

の
援

助
政

策
・
Ｊ
ＩＣ

Ａ
国

別
事

業
実

施
計

画
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

。

調
査

結
果

・
政

府
は

第
2
回

太
平

洋
・
島

サ
ミ

ッ
ト

（
2
0
0
0
年

）
以

来
P

IF
諸

国
の

廃
棄

物
管

理
へ

の
協

力
を

表
明

し
て

お
り

、
2
0
0
9
年

の
第

5
回

島
サ

ミ
ッ

ト
に

お
い

て
も

引
き

続
き

当
該

分
野

を
重

点
協

力
分

野
の

一
つ

に
掲

げ
て

い
る

。
右

サ
ミ

ッ
ト

で
採

択
さ

れ
た

「
北

海
道

ア
イ

ラ
ン

ダ
ー

ズ
宣

言
」
で

は
、

廃
棄

物
管

理
が

5
つ

の
協

力
重

点
分

野
（
C

lim
at

e
 C

h
an

ge
, 
W

at
e
r 

an
d 

S
an

it
at

io
n
, 
W

as
te

 M
an

ag
e
m

e
n
t 

&
 3

R
s,

 B
io

di
ve

rs
it
y,

 E
n
vi

ro
n
m

e
n
ta

l 
E
du

c
at

io
n
)の

一
つ

に
掲

げ
ら

れ
て

お
り

、
日

本
の

援
助

政
策

上
の

優
先

分
野

と
も

合
致

し
て

い
る

。
・
外

務
省

国
別

デ
ー

タ
ブ

ッ
ク

2
0
0
8
に

よ
れ

ば
、

2
0
0
6
年

5
月

の
島

サ
ミ

ッ
ト

（
P

A
L
M

4
)時

に
採

択
さ

れ
た

大
洋

州
に

対
す

る
5
つ

の
重

点
課

題
の

一
つ

「
持

続
可

能
な

開
発

」
の

中
で

廃
棄

物
管

理
に

関
す

る
取

り
組

み
を

挙
げ

て
い

る
。

・
大

洋
州

ま
た

は
サ

モ
ア

国
に

対
す

る
外

務
省

国
別

実
施

計
画

お
よ

び
J
IC

A
国

別
事

業
実

施
方

針
の

策
定

は
な

さ
れ

て
い

な
い

。

・
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

の
運

営
管

理
に

つ
い

て
は

、
同

処
分

場
が

サ
モ

ア
国

側
に

引
き

渡
さ

れ
た

時
点

（
2
0
0
5
年

）
で

既
に

サ
モ

ア
国

側
（
M

N
R

E
）
の

責
任

で
実

施
す

べ
き

と
の

認
識

が
あ

り
、

ま
た

当
初

は
上

述
の

と
お

り
F
aa

fe
ta

i氏
が

中
心

と
な

っ
て

運
営

管
理

体
制

が
き

ち
ん

と
な

さ
れ

て
い

た
た

め
（
上

述
）
、

運
営

管
理

に
関

す
る

技
術

的
支

援
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
重

点
で

は
な

か
っ

た
。

・
処

分
場

内
の

水
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
、

専
門

家
交

代
後

停
滞

し
て

い
た

。
2
0
1
0
年

1
月

～
2
ヶ

月
間

に
限

り
外

注
す

る
こ

と
で

再
開

さ
れ

た
が

、
長

期
的

な
見

通
し

は
省

内
で

合
意

が
得

ら
れ

て
い

な
い

（
外

注
を

続
け

る
か

、
独

自
に

体
制

を
整

え
る

か
に

つ
い

て
）

P
IF

諸
国

で
は

、
不

十
分

な
廃

棄
物

管
理

が
地

域
の

持
続

的
開

発
に

対
す

る
脅

威
の

一
つ

と
考

え
ら

れ
て

お
り

、
不

適
切

な
廃

棄
物

管
理

は
保

健
医

療
や

環
境

、
水

源
、

観
光

な
ど

多
岐

に
わ

た
る

分
野

に
負

の
影

響
を

及
ぼ

す
要

因
と

な
り

得
る

こ
と

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

（
S
P

R
E
P

、
2
0
0
9
年

）
。

S
P

R
E
P

の
2
0
0
5
年

～
2
0
0
9
年

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

で
は

環
境

汚
染

と
廃

棄
物

管
理

が
重

点
課

題
の

一
つ

に
挙

げ
ら

れ
て

お
り

、
こ

の
こ

と
は

S
P

R
E
P

メ
ン

バ
ー

国
で

あ
る

P
IF

諸
国

の
優

先
課

題
を

反
映

し
て

い
る

。

適
切

な
C

P
が

配
置

さ
れ

て
い

る
か

。
　

C
P

の
交

替
の

背
景

は
何

か
。

3
-
3

手
段

と
し

て
の

適
切

性

3
.妥

当
性

　
（
R

E
L
E
V

A
N

C
E
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
は

妥
当

で
あ

る
か

。

サ
モ

ア
環

境
省

（
M

N
R

E
）
側

の
実

施
体

制
：
次

官
（
C

E
O

）
の

下
に

は
3
～

4
名

の
A

C
E
O

（
A

ss
is

ta
n
t 

C
h
ie

f 
E
xe

c
u
ti
ve

 O
ff

ic
e
r）

が
お

り
、

廃
棄

物
分

野
で

は
そ

の
下

に
2
名

の
P

O
（
P

ri
n
c
ip

al
 O

ff
ic

e
r、

そ
れ

ぞ
れ

家
庭

廃
棄

物
、

有
害

廃
棄

物
を

担
当

）
、

そ
の

下
に

S
e
n
io

r 
O

ff
ic

e
rが

い
る

。
P

O
は

ゴ
ミ

の
収

集
か

ら
処

分
場

ま
で

全
般

的
に

総
括

し
、

処
分

場
の

運
営

管
理

は
主

に
家

庭
廃

棄
物

担
当

の
S
e
n
io

r 
O

ff
ic

e
rが

担
当

し
て

い
る

。

自
治

体
を

巻
き

込
む

こ
と

の
必

要
性

に
つ

い
て

指
摘

あ
り

（
フ

ィ
ジ

ー
な

ど
）

準
好

気
性

構
造

の
処

分
場

は
福

岡
方

式
と

し
て

知
ら

れ
て

お
り

、
福

岡
大

学
と

福
岡

市
の

協
力

で
開

発
さ

れ
た

方
法

が
適

用
さ

れ
て

い
る

。

2
0
0
9
年

9
月

に
津

波
災

害
の

影
響

あ
り

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
、

津
波

被
災

地
に

お
け

る
大

型
廃

棄
物

の
ク

リ
ー

ン
ア

ッ
プ

を
支

援
し

た
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

で
あ

る
8
つ

の
活

動
は

同
時

に
4
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

い
ず

れ
か

に
対

応
し

た
も

の
で

あ
る

が
、

そ
の

相
関

性
は

一
部

直
接

的
で

は
な

い
も

の
も

含
ま

れ
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

強
度

の
差

は
あ

れ
4
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

全
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

貢
献

し
て

い
る

。

・
上

記
の

内
国

研
修

に
変

更
し

て
以

降
は

、
研

修
期

間
（
3
～

5
日

）
を

鑑
み

、
①

各
国

の
国

家
廃

棄
物

戦
略

（
N

S
W

M
S
）
の

策
定

を
メ

イ
ン

と
し

、
②

一
部

の
国

に
お

い
て

処
分

場
改

善
に

関
す

る
研

修
を

実
施

し
た

。
・
フ

ィ
ジ

ー
：
他

の
ド

ナ
ー

が
実

施
し

て
い

る
処

分
場

建
設

よ
り

、
は

る
か

に
低

コ
ス

ト
、

か
つ

環
境

負
荷

も
低

減
で

き
、

維
持

管
理

も
し

や
す

い
も

の
で

あ
り

、
大

洋
州

に
適

し
た

手
法

で
あ

る
と

い
う

認
識

が
さ

れ
て

い
る

が
、

や
は

り
、

技
術

的
な

部
分

そ
の

ノ
ウ

ハ
ウ

等
に

つ
い

て
は

、
研

修
等

で
身

に
つ

け
た

知
識

だ
け

で
は

無
理

で
あ

り
、

日
本

に
よ

る
支

援
が

不
可

欠
、

フ
ィ

ジ
ー

が
自

前
で

や
る

に
は

ハ
ー

ド
ル

が
高

い
と

思
わ

れ
る

。

・
外

部
条

件
１

（
W

as
te

 m
an

ag
e
m

e
n
t 

o
ff
ic

e
rs

 a
re

 c
o
n
ti
n
u
o
u
sl

y 
de

pl
o
ye

d）
は

満
た

さ
れ

て
い

る
。

一
方

、
外

部
条

件
２

（
IC

T
 e

n
vi

ro
n
m

e
n
t 

in
 P

IF
c
o
u
n
tr

ie
s 

ar
e
 m

ai
n
ta

in
e
d 

o
r 

im
pr

o
ve

d）
に

つ
い

て
は

、
国

に
よ

っ
て

状
況

は
様

々
。

W
as

te
 F

o
ru

m
の

活
用

を
意

図
し

た
外

部
条

件
と

考
え

ら
れ

る
が

、
同

フ
ォ

ー
ラ

ム
自

体
が

活
発

に
活

用
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

こ
の

外
部

条
件

も
さ

ほ
ど

重
要

な
影

響
を

及
ぼ

し
て

は
い

な
い

。

サ
モ

ア
国

家
開

発
計

画
（
S
T
R

A
T
E
G

Y
 F

O
R

 T
H

E
 D

E
V

E
L
O

P
M

E
N

T
 O

F
 S

A
M

O
A

 2
0
0
8
-
2
0
1
2
）
に

よ
れ

ば
、

環
境

管
理

（
E
n
vi

ro
n
m

e
n
ta

l 
S
u
st

ai
n
ab

ili
ty

)は
7

つ
の

開
発

目
標

の
1
つ

に
掲

げ
ら

れ
、

廃
棄

物
管

理
に

関
す

る
取

り
組

み
も

言
及

さ
れ

て
い

る
。

調
査

結
果

サ
モ

ア
国

お
よ

び
太

平
洋

諸
国

の
廃

棄
物

管
理

に
お

け
る

現
状

と
課

題

・
準

好
気

性
の

導
入

に
あ

た
っ

て
は

少
な

か
ら

ず
初

期
投

資
が

必
要

と
な

る
こ

と
や

R
/
D

を
取

り
交

わ
し

て
い

る
の

が
サ

モ
ア

国
に

限
ら

れ
て

い
る

な
ど

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
協

力
に

よ
り

サ
モ

ア
以

外
の

国
で

処
分

場
の

ハ
ー

ド
面

の
改

善
に

対
す

る
活

動
は

実
施

で
き

な
い

制
約

が
あ

っ
た

。

－93－



調
査

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ

5
-
1
 ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

度

・
各

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況

活
動

実
績

、
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

状
況

該
当

す
る

要
因

の
確

認

投
入

実
績

（
質

・
量

）

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ

5
-
4
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

運
営

管
理

体
制

・
運

営
管

理
の

方
法

・
運

営
管

理
上

の
困

難
な

点
、

課
題

な
ど

・
S
P

R
E
P

と
M

N
R

E
の

役
割

分
担

、
現

状

調
査

小
項

目
調

査
の

視
点

/
調

査
事

項

上
位

目
標

政
治

・
組

織
的

な
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

。

そ
の

他
、

予
期

し
な

か
っ

た
正

負
の

影
響

、
波

及
効

果
は

あ
る

か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
し

て
い

る
要

因
は

あ
る

か
。

2
0
0
5
年

に
S
P

R
E
P

に
よ

り
承

認
さ

れ
た

大
洋

州
地

域
廃

棄
物

対
策

地
域

戦
略

（
R

e
gi

o
n
al

 S
tr

at
e
gy

)に
基

づ
き

、
大

洋
州

島
嶼

国
の

廃
棄

物
管

理
が

改
善

さ
れ

る
。

1
 M

o
re

 t
h
an

 e
ig

h
t 

ac
ti
vi

ti
e
s 

pr
o
po

se
d 

in
 t

h
e
 R

e
gi

o
n
al

S
tr

at
e
gy

 a
re

 c
o
n
du

c
te

d.

・
2
0
0
5
年

策
定

の
地

域
戦

略
（
R

S
2
0
0
5
）
で

は
、

1
1
分

野
3
3
ア

ク
シ

ョ
ン

が
提

示
さ

れ
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、

上
位

目
標

も
こ

れ
ら

の
活

動
の

中
か

ら
指

標
が

抽
出

さ
れ

て
い

る
。

一
方

、
2
0
0
9
年

の
S
P

R
E
P

に
よ

る
中

間
レ

ビ
ュ

ー
で

は
、

上
記

活
動

は
9
分

野
4
1
ア

ク
シ

ョ
ン

に
再

編
成

さ
れ

て
お

り
、

こ
れ

に
と

も
な

っ
て

上
位

目
標

や
そ

の
指

標
の

変
更

の
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
（
R

S
2
0
0
5
と

R
S
2
0
1
0
と

で
提

示
さ

れ
た

各
ア

ク
シ

ョ
ン

の
互

換
性

に
つ

い
て

は
現

地
で

S
P

R
E
P

に
確

認
済

み
。

対
応

表
参

照
）

現
行

P
D

M
(v

e
r.
6
)上

の
指

標

廃
棄

物
対

策
地

域
戦

略
の

1
4
カ

国
に

お
け

る
影

響
（
廃

棄
物

政
策

、
戦

略
の

策
定

や
組

織
面

の
強

化
な

ど
）

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

切
に

実
施

さ
れ

た
か

。

該
当

す
る

事
例

の
確

認

上
記

1
-
2
の

調
査

結
果

を
参

照

調
査

結
果

5
.効

率
性

（
E
F
F
IC

IE
N

C
Y
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
効

率
的

に
実

施
さ

れ
て

い
る

か
。

5
-
2

因
果

関
係

調
査

の
視

点
/
調

査
事

項

6
-
1

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

必
要

な
デ

ー
タ

6
-
3

社
会

経
済

的
影

響

計
画

に
沿

っ
て

活
動

を
行

う
た

め
に

、
過

不
足

な
い

量
・
質

の
投

入
が

実
施

さ
れ

た
か

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
運

営
体

制
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

推
進

に
効

果
的

に
な

さ
れ

て
い

る
か

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
お

よ
び

投
入

で
あ

っ
た

か
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は
適

切
か

。

調
査

結
果

・
サ

モ
ア

お
よ

び
他

P
IF

諸
国

に
お

い
て

国
家

廃
棄

物
戦

略
（
N

S
W

M
S
)ド

ラ
フ

ト
策

定
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
協

力
に

よ
り

進
め

ら
れ

た
。

他
方

、
こ

れ
ら

の
ド

ラ
フ

ト
戦

略
を

今
後

承
認

ま
た

は
実

行
に

移
す

に
あ

た
っ

て
は

、
依

然
と

し
て

多
く
の

課
題

を
抱

え
る

国
が

多
い

こ
と

も
確

認
さ

れ
た

。
・
サ

モ
ア

で
は

S
W

M
は

国
家

開
発

戦
略

上
の

重
要

な
開

発
課

題
の

一
つ

と
し

て
認

識
さ

れ
る

よ
う

に
な

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
協

力
期

間
中

に
環

境
省

内
で

廃
棄

物
担

当
の

人
員

が
倍

増
し

た
他

、
処

分
場

維
持

管
理

の
予

算
も

増
加

し
た

。

・
サ

モ
ア

で
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

が
新

し
い

ビ
ジ

ネ
ス

チ
ャ

ン
ス

と
し

て
民

間
業

者
に

認
識

さ
れ

る
に

至
る

等
、

同
国

の
民

間
セ

ク
タ

ー
開

発
に

も
多

少
な

り
と

も
影

響
を

与
え

た
こ

と
も

報
告

さ
れ

た
。

・
2
0
0
9
年

に
入

口
ゲ

ー
ト

が
設

け
ら

れ
、

ご
み

車
両

の
チ

ェ
ッ

ク
、

カ
ラ

ー
リ

ン
グ

に
よ

る
分

別
処

理
（
わ

た
さ

れ
た

カ
ー

ド
の

色
に

基
づ

き
、

指
定

個
所

に
運

搬
す

る
）

を
推

進
す

る
な

ど
、

廃
棄

物
課

の
発

案
に

よ
る

独
自

の
取

り
組

み
が

開
始

さ
れ

た
。

短
期

専
門

家
の

派
遣

期
間

に
関

し
て

一
部

不
具

合
も

指
摘

さ
れ

た
が

、
全

体
的

な
質

・
量

・
タ

イ
ミ

ン
グ

の
面

に
お

い
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
に

深
刻

な
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
か

っ
た

。

J
IC

A
専

門
家

の
派

遣
形

態
に

も
長

期
専

門
家

か
ら

短
期

専
門

家
へ

と
変

更
さ

れ
た

。
こ

の
こ

と
は

、
両

サ
イ

ド
に

お
け

る
事

務
的

業
務

の
増

大
に

つ
な

が
っ

た
。

そ
の

状
況

を
改

善
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
を

円
滑

に
す

る
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

2
0
0
9
年

7
月

よ
り

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
が

配
置

さ
れ

た
。

･専
門

家
の

派
遣

期
間

が
短

期
化

し
た

こ
と

に
よ

り
、

P
IF

諸
国

で
の

活
動

や
関

係
者

と
の

連
絡

・
調

整
に

困
難

を
き

た
し

た
。

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
１

：
• 
M

N
R

E
の

P
O

を
務

め
て

い
た

F
aa

fe
ta

i氏
の

異
動

後
（
2
0
0
8
年

4
月

以
降

）
、

タ
フ

ァ
イ

ガ
タ

処
分

場
の

運
営

管
理

体
制

を
維

持
す

る
の

が
困

難
と

な
り

、
現

在
で

も
課

題
が

残
さ

れ
て

い
る

。
・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
４

：
•大

型
廃

棄
物

へ
の

ア
プ

ロ
ー

チ
に

関
し

て
は

、
ソ

フ
ト

面
で

の
支

援
（
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
策

定
、

調
査

等
）
を

想
定

す
る

J
IC

A
と

、
具

体
的

な
ア

ク
シ

ョ
ン

を
望

む
S
P

R
E
P

と
の

間
で

認
識

の
違

い
が

生
じ

て
い

た
。

上
記

5
-
2
参

照
。

6
.イ

ン
パ

ク
ト

　
（
IM

P
A

C
T
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

り
波

及
効

果
は

あ
る

か
。

5
-
3

タ
イ

ミ
ン

グ

－94－



調
査

小
項

目
必

要
な

デ
ー

タ

廃
棄

物
対

策
地

域
戦

略
の

各
国

環
境

セ
ク

タ
ー

に
お

け
る

位
置

づ
け

太
平

洋
廃

棄
物

対
策

地
域

戦
略

の
各

国
に

お
け

る
策

定
状

況
と

今
後

の
実

施
可

能
性

S
P

R
E
P

お
よ

び
サ

モ
ア

環
境

省
の

組
織

能
力

(人
材

配
置

、
予

算
割

り
当

て
等

）

S
P

R
E
P

お
よ

び
サ

モ
ア

環
境

省
の

能
力

、
方

針
（
役

割
分

担
、

技
術

レ
ベ

ル
等

）

廃
棄

物
管

理
に

係
る

予
算

の
継

続
可

能
性

及
び

今
後

の
見

込
み

（
サ

モ
ア

国
お

よ
び

S
P

R
E
P

）

C
P

の
能

力
、

技
術

力
1
4
カ

国
に

お
け

る
N

S
W

M
S
実

施
可

能
性

（
技

術
面

）

S
P

R
E
P

の
研

修
計

画
、

方
針

な
ど

（
1
4
カ

国
に

対
し

て
）

調
査

の
視

点
/
調

査
事

項

協
力

終
了

後
も

効
果

を
あ

げ
て

い
く
た

め
の

活
動

を
実

施
す

る
に

あ
た

り
、

S
P

R
E
P

・
サ

モ
ア

環
境

省
の

組
織

能
力

は
十

分
か

。
（
人

材
配

置
、

予
算

措
置

等
）

1
4
カ

国
に

お
い

て
、

地
域

戦
略

お
よ

び
各

国
N

S
W

M
S
に

基
づ

い
た

廃
棄

物
管

理
の

取
り

組
み

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

継
続

す
る

見
通

し
は

あ
る

か
。

7
-
3

技
術

面

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
活

用
さ

れ
る

技
術

移
転

の
手

法
は

受
け

入
れ

ら
れ

つ
つ

あ
る

か
。

（
廃

棄
物

対
策

地
域

戦
略

の
認

知
度

、
S
P

R
E
P

に
よ

る
技

術
支

援
の

内
容

や
役

割
の

適
切

性
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
伝

え
ら

れ
た

技
術

の
他

地
域

へ
の

普
及

可
能

性
は

あ
る

か
。

7
.自

立
発

展
性

（
S

U
S

T
A

IN
A

B
IL

IT
Y
）
　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
継

続
・
発

展
し

て
い

く
か

。

S
P

R
E
P

・
サ

モ
ア

環
境

省
が

主
軸

と
な

っ
て

廃
棄

物
対

策
地

域
戦

略
に

基
づ

く
事

業
を

形
成

、
実

施
、

運
営

管
理

し
続

け
て

い
く
こ

と
が

で
き

る
か

。
（
そ

の
た

め
に

は
何

が
必

要
か

。
）

現
在

、
必

要
な

予
算

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

　
ま

た
今

後
、

廃
棄

物
管

理
分

野
の

予
算

が
増

え
る

可
能

性
は

ど
の

程
度

あ
る

か
。

環
境

セ
ク

タ
ー

（
廃

棄
物

管
理

）
に

お
け

る
サ

モ
ア

政
府

の
政

策
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
。

7
-
1

政
策

・
制

度
面

7
-
2

組
織

・
財

政
面

P
IF

諸
国

内
の

環
礁

低
地

国
に

お
け

る
処

分
場

の
維

持
管

理
に

つ
い

て
は

、
そ

の
地

理
的

特
性

に
見

合
っ

た
適

切
な

維
持

管
理

手
法

の
開

発
を

望
む

声
が

報
告

さ
れ

て
い

る
。

＜
サ

モ
ア

＞
・
現

在
の

廃
棄

物
課

職
員

だ
け

で
は

技
術

的
に

十
分

と
は

い
え

な
い

。
日

常
維

持
管

理
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
確

実
に

し
、

必
要

に
応

じ
た

技
術

指
導

が
必

要
。

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

適
正

な
投

入
に

よ
る

技
術

指
導

は
有

効
で

あ
ろ

う
。

・
予

算
　

2
0
0
6
年

　
通

常
予

算
＋

サ
バ

イ
イ

処
分

場
建

設
5
0
0
万

円
＋

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
設

立
敷

地
　

　
　

　
　

2
0
0
7
年

　
通

常
予

算
　

　
　

　
　

2
0
0
8
年

　
通

常
予

算
＋

タ
フ

ァ
イ

ガ
タ

処
分

場
処

分
地

拡
張

工
事

費
　

　
　

　
　

2
0
0
9
年

　
通

常
予

算
・
サ

モ
ア

国
環

境
省

は
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

の
運

営
・
維

持
管

理
に

関
す

る
予

算
を

こ
れ

ま
で

恒
常

的
に

確
保

し
て

お
り

、
処

分
場

に
常

駐
す

る
人

員
も

増
加

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
処

分
場

の
維

持
管

理
面

に
関

す
る

組
織

・
財

政
面

の
自

立
発

展
性

は
概

ね
確

保
さ

れ
て

い
る

と
い

え
る

。

＜
国

家
戦

略
の

認
知

度
＞

・
サ

モ
ア

で
は

、
R

S
の

認
知

度
は

、
廃

棄
物

課
、

環
境

省
内

に
と

ど
ま

る
。

財
務

省
ド

ナ
ー

調
整

セ
ク

シ
ョ

ン
の

一
部

で
は

認
識

が
あ

る
も

の
と

思
わ

れ
る

。
・
N

S
W

M
S
実

施
に

あ
た

っ
て

の
課

題
は

市
民

の
意

識
の

向
上

、
組

織
と

し
て

の
知

見
の

蓄
積

、
必

要
な

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

の
継

続
し

た
確

保
（
人

、
予

算
）

・
フ

ィ
ジ

ー
で

は
、

①
Ｒ

Ｓ
の

認
知

度
は

、
フ

ィ
ジ

ー
国

国
家

廃
棄

物
管

理
戦

略
が

作
成

さ
れ

る
に

至
っ

た
経

緯
と

し
て

S
P

R
E
P

の
R

S
2
0
0
5
に

基
づ

き
作

成
さ

れ
て

い
る

旨
が

記
載

さ
れ

て
お

り
、

地
域

戦
略

に
つ

い
て

は
十

分
認

知
さ

れ
て

い
る

と
思

料
さ

れ
る

。
②

Ｎ
Ｓ

Ｗ
Ｍ

Ｓ
策

定
後

、
そ

れ
に

基
づ

く
実

施
部

分
は

徐
々

に
で

は
あ

る
が

、
進

ん
で

い
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

固
形

廃
棄

物
管

理
分

野
の

実
際

業
務

は
、

各
自

治
体

で
行

わ
れ

て
い

る
も

の
で

あ
り

、
各

自
治

体
に

お
け

る
予

算
確

保
、

配
分

状
況

に
よ

っ
て

、
進

捗
は

大
き

く
異

な
っ

て
い

る
と

思
料

さ
れ

る
。

＜
処

分
場

運
営

維
持

管
理

に
関

す
る

技
術

＞
・
準

好
気

性
構

造
の

処
分

場
運

営
・
維

持
管

理
に

関
す

る
技

術
が

伝
え

ら
れ

、
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

維
持

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
と

し
て

取
り

ま
と

め
ら

れ
た

。
右

マ
ニ

ュ
ア

ル
は

よ
り

使
い

や
す

い
簡

易
な

も
の

に
改

定
さ

れ
、

サ
モ

ア
語

へ
の

翻
訳

も
ほ

ぼ
完

成
し

て
い

る
。

・
タ

フ
ァ

イ
ガ

タ
処

分
場

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
関

し
て

は
、

S
P

R
E
P

、
M

N
R

E
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
か

ら
構

成
さ

れ
る

委
員

会
が

設
置

さ
れ

、
定

期
的

に
処

分
場

視
察

や
維

持
管

理
に

関
す

る
技

術
的

助
言

が
提

供
さ

れ
て

い
る
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・
廃

棄
物

管
理

に
係

る
M

N
R

E
内

の
予

算
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
時

（
2
0
0
3
年

8
0
万

タ
ラ

、
2
0
0
5
年

1
0
0
万

タ
ラ

）
に

比
べ

2
0
0
8
年

に
は

2
4
0
万

タ
ラ

に
増

額
さ

れ
た

。
廃

棄
物

管
理

の
予

算
増

額
に

よ
り

、
運

営
管

理
体

制
も

予
算

上
は

強
化

さ
れ

た
［
詳

細
は

M
N

R
E
次

官
（
C

E
O

: 
C

h
ie

f 
E
xe

c
u
ti
ve

 O
ff

ic
e
r）

に
現

地
で

確
認

す
る

］
。

・
ス

タ
ッ

フ
数

　
2
0
0
6
　

４
名

（
経

験
者

３
名

　
新

任
1
名

）
、

2
0
0
7
　

４
名

（
新

任
長

　
経

験
者

２
　

新
任

１
）

　
　

　
　

　
　

　
　

2
0
0
8
　

５
名

（
経

験
者

4
名

　
新

任
１

名
）
、

2
0
0
9
　

５
名

（
新

任
長

　
経

験
者

３
　

新
任

１
）

・
人

数
に

関
し

て
は

現
状

を
基

盤
に

必
要

に
応

じ
業

務
を

外
注

す
る

こ
と

で
対

応
は

可
能

と
み

ら
れ

る
。

・
M

N
R

E
の

人
員

に
つ

い
て

は
、

廃
棄

物
課

職
員

が
増

強
さ

れ
た

。
（
課

長
、

シ
ニ

ア
１

、
職

員
２

）
⇒

（
課

長
、

シ
ニ

ア
３

、
職

員
２

）
。

す
な

わ
ち

、
廃

棄
物

処
理

の
経

験
職

員
が

2
名

育
成

さ
れ

、
シ

ニ
ア

職
員

に
昇

格
し

た
。

廃
棄

物
処

分
場

維
持

管
理

オ
フ

ィ
サ

ー
が

新
た

に
雇

用
さ

れ
た

。

調
査

結
果

今
後

5
年

間
（
2
0
1
0
年

～
2
0
1
5
年

）
を

タ
ー

ゲ
ッ

ト
と

す
る

廃
棄

物
管

理
地

域
戦

略
（
R

S
2
0
1
0
）
が

承
認

さ
れ

て
お

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
果

が
今

後
も

地
域

レ
ベ

ル
で

継
続

さ
れ

る
見

通
し

は
高

い
。

P
IF

諸
国

の
多

く
で

国
家

戦
略

の
ド

ラ
フ

ト
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完
成

ま
た

は
策

定
段

階
に

あ
り

、
国

家
レ

ベ
ル

で
廃

棄
物

管
理

に
取

り
組

む
布

石
と

な
り

つ
つ

あ
る

。
サ

モ
ア

で
は

、
他

P
IF

諸
国

と
同

様
廃

棄
物

管
理

は
国

家
開

発
戦

略
の

優
先

課
題

の
一

つ
に

位
置

付
け

ら
れ

て
い

る
。

政
策

面
に

お
け

る
自

立
発

展
性

を
高

め
る

た
め

に
は

、
上

述
の

ド
ラ

フ
ト

国
家

戦
略

が
承

認
さ

れ
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
が

策
定

さ
れ

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。
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12 月 18 日（金）国内調査 
14:00～
17:00 
日本人専

門家との

インタビ

ュー 
（国際航

業株式会

社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

面談者：川畑 友里江氏（廃棄物管理／研修） 
 
１．アウトプット１について 
• PDM 上の活動 1-2（タファイガタ処分場の環境モニタリング実施）は前任の専門家（廣

中氏）が重点的に実施してきたが、現場レベルで伝達したものが体系的に明文化されて

いなかった。このため、廣中専門家と任期が重複していた期間に文書化を試みた。また、

PDM 上の活動 1-1（タファイガタ処分場のマニュアル化）については、短期専門家（田

代氏）が作成していたドラフトをベースに、2008 年 12 月にサモアで実施した処分場運

営管理内国研修の内容を踏まえ、マニュアルの改訂を行った。なお、当時廣中氏と一緒

に環境モニタリングを実施していたサモア環境省（MNRE）の C/P は、その後異動し活

動は JOCV 隊員の協力の下、継続していた。同モニタリング活動には JOCV 隊員も一緒

に実施していた。 
• 処分場では、ガス抜き管がつまっていたことが原因で大規模な火災が発生する事態が起

こり、処分場の運営自体が危ぶまれる状況に一時陥った。このことを機に、MNRE の処

分場運営管理能力の向上を図るために研修を実施することとなり、実施前に MNRE を

対象としたワークショップを開催し、彼らの現状認識と課題に対するプライオリティを

引き出し、研修計画に反映させた。危機管理を含む処分場の運営管理体制が脆弱となっ

ていた背景としては担当者の異動に加え、準好気性埋立構造を含む適切な処分場運営に

ついての知識が組織全体に浸透していなかった事なども挙げられる。 
• アウトプット１の指標にある、「タファイガタ処分場と同様の方法を活用して」処分場

改善が行われた事例は以下のとおり。この他、PNG、ソロモン、ミクロネシアでも処分

場改善の芽が出始めている。 
 
処分場（国名） 具体的なケース（タファイガタの何がどのようにモデルになったか）

Vaiaata (Samoa) プロジェクトによる研修を受けた C/P の一人がイニシアティブをと
り、タファイガタ処分場の構造をモデルにどこの支援（資金、技術）
も受けずに処分場を建設した。 

Bouffa (Vanuatu) バヌアツでは技プロによりタファイガタ処分場と同様な構造を持つ
処分場が建設された。本プロジェクトでは、処分場の運営管理面に
対し第三国研修を通じて技術支援を行った。 

Lautoka (Fiji) フィジーでは既に国家廃棄物戦略（NSWMS）は策定されていたが、
戦略を実施に移すことを目的とした内国研修実施の要請があり、実
施した。ワークショップを通じ、同国でのプライオリティが処分場
改善と減量化にあることが判明した。この結果は、2008 年に開始さ
れた技プロの協力内容にも反映され、処分場改善のためのコンポー
ネントが含まれることになった。 

Kosrae (FSM) FSM で実施された内国研修での準好気性埋立構造の紹介及びサモア
の第三国専門家の派遣、サモアで実施された処分場運営管理内国研
修への招致等を通じ、処分場を改善。なお、処分場は、FSM 環境局
に配属された JOCV 隊員により、草の根無償資金協力で建設された。

 
• タファイガタ処分場の運営管理面において他国のモデルとなりえるケースとして、以下

のものが挙げられる。 
 ①ゲート管理の導入（庭ごみ、粗大ゴミ、医療廃棄物の排出場所を区別。これは、C/P 自

らのイニシアティブで発案され、実行に移された） 
 ②同処分場は他国（例．アメリカンサモアなど）からの見学、視察を数多く受け入れて

いる。また、オフィスに併設された研修施設では、学生に対する環境教育なども積極

的に実施されている。 
 ③研修の風景は（当時 SPREP 配属の JOCV 隊員（視聴覚教育）の協力により）DVD 化さ

れ、編集作業が進められている。 
• 同処分場での運営管理が適切になされていた背景として、MNRE 担当者（ファフェタ

イ氏）の存在が挙げられる。同氏は天野専門員～前任の広中専門家まで（6～7 年間）

３．面談録（インタビューメモ） 
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の間、JICA より技術移転を受けており、処分場運営、業者に対する指揮監督や廃棄物

管理全般、政策面に至るまで熟知した人材であった。その後、人事異動により同氏のポ

ジションは現在までに 3 代目となっている。 
 
２．アウトプット２について 
• 各国での国家廃棄物戦略（NSWMS）策定支援は、内国研修を通じて実施された。研修

の実施にあたっては第三国研修などの帰国研修員がコンタクトパーソンで、彼らは各国

の廃棄物管理の実施者・意思決定者の立場にあることが多かった。内国研修では、環境

当局、離島の関係省庁担当者、収集業者、NGO 団体、住民代表など廃棄物管理に係る

関係者が一度に会す場となったが、このような機会はそれまで設けられたことがなく、

同国内での情報共有、人的ネットワークの構築につながった（研修参加者は一国あたり

約 50～60 名）。 
• プロジェクトの第三年次より、第三国研修から内国研修へと活動の重点がシフトした。

前者では①渡航に係る時間・コストがかかる、②人材が限られているため、毎年参加者

が固定化する、③各国あたりの参加者が少ないため、帰国後アクションプランを実行に

移すことが困難である、等の状況に鑑み、内国研修に変更することとした。 
• 当初、研修では成果物として各国での国家廃棄物戦略（案）の完成を目指していたが、

約 1 週間程度の研修でこのような案を作成することには少々時間的にも物理的にも無

理があったように思う。例えば、ミクロネシア（FSM）では 4 州の現況も課題も異なる

ことからそれを一つの戦略にまとめるのは非常に難しいものがあった。 
• 研修実施にあたっては、遠隔操作で日程調整などを行うためロジ面での困難さがあっ

た。 
 
３．アウトプット３について 
• SPREP Forum や ML などインターネットを介した情報交流に限界があったため（国に

よってはインターネットのアクセスが困難な場所もある）、内国研修ごとにハードコピ

ーでの教材（ガイドライン、CD、SPREP のポスター等）を持参した。研修一日目には

通常参加者より各地域の廃棄物管理状況を発表してもらうセッションがあり、その資料

（パワーポイント資料など）は各国の廃棄物管理に係る情報として SPREP で何らかの

活用が出来るのではないかと期待している（例えば、SPREP では Country Profile のよう

な形で、自身の HP 上に各国の情報をデータベース化できないか検討中とのこと）。 
• 上記 Country Profile には、国家戦略やアクションプラン、廃棄物関連事業報告書などが

ダウンロードできるようにするなどが検討されている。これらの情報は対象国間の情報

交換のみならず、同地域で協力を検討するドナーからも利用されることが期待されてい

る（実際、ナウルで策定した国家戦略案は他ドナーに対する説明資料として活用され

た）。 
 
４．アウトプット４について 
• 大型廃棄物へのアプローチに関しては、ソフト面での支援（ガイドライン策定、調査等）

を想定する JICA と、具体的なアクションを望む SPREP との間で認識の違いが生じてい

た。 
• 帰国研修生に対して質問票を配布し、各国での大型廃棄物管理に関する情報収集を試み

たが集まった情報に限りがあり、そもそも取り組み自体が少ないのではと考えている。

• 例えば、フィジーなど比較的都市化が進んだ国では大型廃棄物の排出量が多く、問題は

深刻化しつつある。また、ツバルやキリバスのような環礁国では処分場のキャパシティ

に限りがあり、大型廃棄物（廃車、家電、オイル、バッテリー等）の処分は環境影響の

面でも大きな課題となりつつある。このように、各国では重要な課題と認識されている

にも関わらず、現状に対する情報に乏しい状況である。 
• JICA では 2004 年に一部の国において大型廃棄物の基礎調査を実施している1。同調査

                                                        
1 同報告書によれば、調査の対象国はサモア、フィジー、パラオ、マーシャルの 4 カ国であった。 

－97－



  

12 月 18 日（金）国内調査 
の情報は既に古いものとなっており、より現状に即した情報把握が必要である。 

• プロジェクトの第 2 年次に、キリバスにて大型廃棄物を一箇所に集め、アジアからの船

に買い取ってもらうというパイロットプロジェクトが実施された。この船の中には裁

断・圧縮のための機械が搭載されている。フィジー、サモア、マーシャルなどでは民間

業者の関与もあり、ある程度大型廃棄物対策も実施可能性はある。多くの国では、大型

廃棄物は一般ごみと同様埋立地に処分されている現状にあり、今後対策が必要になって

くるものと思われる。一方、大型廃棄物の処理には、圧縮及び運搬機材や貯留施設の建

設などが必要となり、民間業者の関与がない国ではドナー等外部からの支援も少なから

ず必要となる。 
• 上述のように、大型廃棄物の情報収集に関するプロジェクトの進捗には限りがあり、今

後はプロジェクトが第 4 年次に実施を予定している地域戦略中間レビューや第三国研

修を通じて情報収集を試みることを予定している。 
 
５．その他 
１）カウンターパートの技術力について 
• SPREP はプロジェクトのパートナーとしての位置づけであり、技術移転の対象とは認

識していない。JICA と SPREP で協力し、サモア環境省（MNRE）を初めとする各国の

廃棄物管理担当当局の能力強化に対し支援を行うものである。 
• SPREP の役割は域内の調整、政策支援、技術支援であり、財政支援は行わない。技術

支援を行えるだけの能力は有していると思う。サモア環境省はサモア国における（廃棄

物管理の）実施主体であると同時に、域内の処分場運営管理のモデル国としての役割も

期待されている。 
 
２）サモア環境省に対する支援の限界 
• プロジェクトではアウトプット１にある通り、サモア環境省に対し、処分場運営管理の

分野で支援することとしていたが、現場からはより広い範囲（例．排出源の減量化の取

組みなど）での支援を求める要請も挙げられた。しかし、時間的な制約もあり十分にフ

ォローできなかった。 
 
３）プロジェクトの実施体制について 
• 広域プロジェクトという特別な対応が求められるプロジェクトである一方、専門家の派

遣体制が長期専門家から短期専門家へと変更し、プロジェクトの運営体制は当初から懸

念されていた（専門家不在期間の対応、等）。その対応策として、現地活動中は CP と

合同ミーティングを開催し、プロジェクトの進捗状況に対し共通認識を図る、不在中は

メールでフォローをする、サモア事務所のバックアップを 大限活用する、などの工夫

を行った。プロジェクトの第 4 年次からは、かつての CP であったファフェタイ氏をロ

ーカルコンサルタントとして雇用し、現場レベルのフォローアップをしてもらってい

る。 
• 内国研修の実施は各国側の事情により研修日程が決定されるため、専門家の派遣時期と

の調整が難しかった。サモア支所をはじめとする現地の JICA 支所の協力を得つつ進め

たものの、研修のロジ面では、各国にプロジェクト要員が配置されていないことからも

調整が難しいことがあった。内国研修など他国での研修の実施にあたっては、各国にコ

ンタクト（専門家なり、協力隊員なり、ロジ面を任せられる人材）が配置されればより

円滑に進められたのではないかと思われる。 
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1 月 7 日（木）国内調査 
14:30～
15:30 
専門員イ

ンタビュ

ー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

面談者：JICA 国際協力専門員 天野史郎氏 
 
１．本プロジェクトとの関わり 
• 個別専門家（配属先：SPREP、期間：2000 年～2004 年） 
• パラオ（2004 年 9 月～2005 年 9 月） 
• JICA 地球環境部 課題アドバイザー（2005 年～現在） 
 
２．タファイガタ処分場における運営管理体制 
• サモア環境省（MNRE）の Principal Officer を務めていた Faafetai 氏は 2004 年 2 月～3 月

の第三国研修の帰国研修員であったが、同氏が在任中（2008 年 4 月まで）は運営管理体

制がきちんとなされていた。タファイガタ処分場の近くに MNRE 事務所（分室）があ

るが、この事務所を処分場の近くに移したのも Faafetai 氏のイニシアティブによるもの

であった。 
• しかしながら、Faafetai 氏異動後タファイガタ処分場の運営管理体制を維持するのが困

難となり、現在でも課題が残されている。 
• プロジェクト開始当初からは、廣中専門家により水質モニタリング指導がなされたが、

同専門家により持ち込まれたモニタリングキットが壊れてしまうと続けることが難し

く、担当者の交代ともあいまってこの活動は停滞した（後任専門家による水質モニタリ

ングの技術的な活動は TOR に含まれていなかったこともあり、なされていない）。 
• 廃棄物管理に係る MNRE 内の予算は、プロジェクト開始時（2003 年 80 万タラ、2005

年 100 万タラ）に比べ 2008 年には 240 万タラに増額された。廃棄物管理の予算増額に

より、運営管理体制も予算上は強化された［詳細は MNRE 次官（CEO: Chief Executive 
Officer）に現地で確認する］。 

• サモアには自治体が存在せず、ゴミの収集や 終処分場の運営管理はそれぞれ民間業者

に委託されている。MNRE がこれらの業者を監督する立場にあるが、とくに 終処分場

の運営管理については十分に監督できているとは言い難い状況である。 
 
３．第三国／内国研修によるサモアモデルの普及について 
• 2006 年（本プロジェクト開始前）までは本邦および第三国研修によりごみの収集、衛

生埋立、コンポスト、医療廃棄物などを含む廃棄物管理全般の研修を実施した。その後、

本プロジェクトの協力前半期に SPREP の提案により、各国ごとに内国研修を数多く実

施するアプローチに変更された。 
• 上記の内国研修に変更して以降は、研修期間（3～5 日）を鑑み、①各国の国家廃棄物

戦略（NSWMS）の策定をメインとし、②一部の国において処分場改善に関する研修を

実施した。プロジェクトで策定した「タファイガタ処分場運営管理マニュアル」は準好

気性を導入後の処分場2に該当する事項が多いため、open-dumping でゴミを捨てている

処分場においてはそのまま活用できないことも多い。また、準好気性の導入にあたって

は少なからず初期投資が必要となることや R/D を取り交わしているのがサモア国に限

られているなど、本プロジェクトの協力によりサモア以外の国で処分場のハード面の改

善に対する活動は実施できない制約があった。 
• 準好気性埋立の経験の普及は本プロジェクトの目的の一つであったが、プロジェクトで

作成したタファイガタ処分場運営管理マニュアルに沿った運営管理を行うためには、ま

ず準好気性構造の導入が必要であった。 
• 他方で、大洋州の国々は地理的条件、立地条件に類似性が多く、全体の約 7～8 割の国

において内陸の埋立地に処分場が位置しており、これらの処分場では準好気性を導入す

ることは可能である。一部の国（例．キリバス、ツバルなどの環礁低地）においては、

処分場が海の中に埋め立てる方式を取っているため、準好気性の適用は出来ない。 
 
４．プロジェクト運営管理体制に係る事項 
• 2000 年～2006 年にかけて SPREP には計 2 名の個別専門家が派遣されており、本プロジ

                                                        
2 準好気性構造はバヌアツやパラオなどの処分場で導入されている。 
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ェクトはそれを引き継ぐ形で直営の長期専門家派遣により開始された。しかし、2008
年には、派遣元の福岡市から長期にわたって派遣できる人材確保が難しかったこともあ

り、民間コンサルタントに委託する形での専門家派遣へと形態が変化した。 
• プロジェクトマネージメントの観点から専門家に求められる TOR にも変化があり（研

修実施の調整業務を主体とし、処分場の運営管理などの技術面については含まれなかっ

た）、そのＴＯＲに適した専門家（業務調整型の専門家）を引き続き福岡市から得るこ

とが難しいと判断されたため、上記のような民間コンサルタントの委託へと移行した。

• この派遣形態の移行により、派遣期間も短期のシャトル型派遣へと変更された（予算上

の制約によるところが大きい）。 
• サモア環境省（MNRE）側の実施体制：次官（CEO）の下には 3～4 名の ACEO（Assistant 

Chief Executive Officer）がおり、廃棄物分野ではその下に 2 名の PO（Principal Officer、
それぞれ家庭廃棄物、有害廃棄物を担当）、その下に Senior Officer がいる。PO はゴミの

収集から処分場まで全般的に総括しており、処分場の運営管理は主に家庭廃棄物担当の

Senior Officer が担当している。 
 
５．タファイガタ運営管理マニュアル 
• 同マニュアルは個別専門家（田代氏）により作成され、プロジェクトの専門家（川畑氏）

が現地の実状に合わせて改訂した。2008 年のサモア国内での研修を通じて 2009 年 3 月

に一度完成したが、現専門家（野田氏）が若干の修正を行っている。 
• この他、準好気性構造に関するガイドラインも作成中（マニュアルよりは薄いもの）で

あり、2010 年 2 月には完成予定である。 
• 上記のマニュアル、ガイドラインは研修コースの教材（DVD 等）とともにサモアおよ

び近隣諸国の廃棄物担当者の研修にあたり活用されることを想定している。 
• タファイガタ処分場の運営管理については、同処分場がサモア国側に引き渡された時点

（2005 年）で既にサモア国側（MNRE）の責任で実施すべきとの認識があり、また当初

は上述のとおり Faafetai 氏が中心となって運営管理体制がきちんとなされていたため

（上述）、運営管理に関する技術的支援はプロジェクト活動の重点ではなかった。 
 
６．その他、廃棄物管理地域戦略にかかる留意事項 
• 2005 年策定の地域戦略（RS2005）では、11 分野 33 アクションが提示されており、本プ

ロジェクトのプロジェクト目標、上位目標もこれらの活動の中から指標が抽出されてい

る。一方、2009 年の SPREP による中間レビューでは、上記活動は 9 分野 41 アクション

に再編成されており、これにともなって上位目標やその指標の変更の検討が必要と思わ

れる。 
• RS2005 と中間レビュー後の地域戦略の双方におけるアクションの互換性については、

現地で SPREP 担当者（Ms. Esther）に確認すると良い。 
 
＜入手資料＞ 
「国際協力機構（JICA）による開発途上国における廃棄物管理分野の支援－協力アプロー

チとプロジェクトの現場から－」（2009 年） 
 
1 月 7 日（木）国内調査 
17:40～
18:30 
専門家イ

ンタビュ

ー 
 
 
 
 
 

面談者：株式会社日本開発サービス 主任研究員 野田典宏氏（廃棄物管理／研修） 
 
＜活動実績表に基づく事実確認＞ 
１．アウトプット１、活動 1-2（タファイガタ処分場の環境モニタリング活動）： 
• 現行の環境モニタリングでは不十分であると認識された点について、前々任者（廣中氏）

の任期中には水質モニタリングがなされていたが、カウンターパートの異動やモニタリ

ングに使用するキット・試薬などが古くなるにつれ、停滞した。 
• 水質モニタリングは本来 MNRE が主体となって行う活動であるが、本年 1 月～2 月にか

けての 2 ヶ月間モニタリングをする計画（場所と項目については伝達済み）を提案した。
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２．アウトプット２、活動 2-2（NSWMS 策定支援）： 
• SPREP がソロモン諸島に対して本活動に関するワークショップを行う予定とある点に

ついて、その後 Faafetai 氏による現地視察（Fieldwork）が行われたが、この視察は、後

続のワークショップの準備のものであるが、詳細な報告をまだ受けていないので、ファ

フェタイ氏に確認する。 
 
３．アウトプット３、活動 3-4（廃棄物管理のグッドプラクティスやガイドラインの共有）：

• 2009 年 6～8 月の地域戦略レビュー時に廃棄物管理（SWM）に関する資料や情報提供を

行ったと記載がある点について、配布した情報の詳細は定かではないが地域戦略レビュ

ーは以下のような手順で行われた。 
①大洋州を 4 つの sub-regional に分け、それぞれの地域でワークショップを開催 
②4 つの Sub-regional の代表者が 8 月にサモアに集まり、レビュー・ワークショップを

開催（野田氏も支援） 
③上記②のワークショップでは、各 Sub-region ごとに廃棄物管理に係る情報共有、意見

交換を行った（例．ゴミ処分場への運搬方法、処分場建設の有無、地域戦略そのもの

についての協議など） 
④上記ワークショップにおいて、次期地域廃棄物管理戦略（案）を策定し、11 月の SPREP

総会で同案は承認された。 
• なお、上記の 4 つの地域でのワークショップには、SPREP の Esther さんが全て実施して

おり、その状況を把握している。 
 
４．アウトプット４、活動 4-2（大型廃棄物のパイロットプロジェクト実施）： 
• 前任の川畑専門家の任期終了時の報告では本活動は未実施となっていたが、活動をする

にあたりＰＤＭ上での「パイロットプロジェクト」がどの程度の規模のものを想定され

ていたのか明確でないことが判明した。 
• アプトプット４に係る活動としては情報収集がメインであり、プロジェクト終了までに

新たなパイロットプロジェクトを実施する計画はないものと認識している。 
• 例えば、くず鉄を崩す機械などは大洋州 14 カ国のどの国も有しておらず、中国やイン

ドネシアからの船に引き渡すために国内で一箇所に集め、船に積み込むなどの活動は見

られる。 
 
５．その他の事項  
• 環境モニタリングについて十分に出来ていないことから、長期的な環境へのインパクト

について懸念している面はある。 
• 大型廃棄物は一箇所に集積しているが、サモアでは工業化されていないため有害ゴミも

さほど少ないのが現状である。また、処分場は都市部から離れたところにあり、排出さ

れる水が汚染されていてもすぐに何らかの支障がでるものではないが、10 年前のベース

ラインデータもないことから、汚染の推移をたどることができないのが現状である。 
• サモア国環境局のイニシアティブにより島の Beautification に係る活動が展開されてい

る。その一環として、各村々において様々な方法でごみ収集が進められている（収集は

主に民間委託で実施）。収集よりも処分場の運営管理にむしろ上述のような課題があり、

運営管理は民間事業者に委託しているが、それを監督する立場にある環境省（MNRE）
が十分に監督できていない面がある。ただし、処分場はいまだ未完成で、これを完成さ

せる必要がある。 
 
２月３日（水）アピア 
10:00-11:00 
JICA 事務

所打合せ 
 
 

面談者：相葉学所長、ラカ直子所員、野田専門家 
 
本調査団の日程、ロジ面の確認の他プロジェクトに対する事務所側の問題意識について伺

った。主なポイントは以下のとおり。 
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１． 本案件への事務所側の問題意識、要望 
• 本案件は順調に推移している。フェーズ 2 の実施もすでに決定しているなどプロジェク

ト終了後の方向性についてある程度見通しがある状況である。 
• プロジェクト後半期より常駐の日本人専門家がいない体制になり、事務所側にも十分な

人員がいないことから（特に第三国との連絡、調整などにおいて）事務所側、専門家双

方にとって大変であった。次期フェーズは、業務調整型の専門家（常駐でロジ面を主に

担当する人材）を是非とも配置して頂きたい。 
• プロジェクトは長年の協力があり、いわばサモアの看板的プロジェクトといえる。長年

の協力で双方の関係も構築され、日本は廃棄物分野において強いコミットメントがある

と先方からも理解されている。この状況に鑑み、例えばプロジェクトのホームページ作

成するなどもっと本分野の日本の取り組みを対外的にアピールしたら良いかと考える。

11:00-12:15 
日本人専

門家イン

タビュー 

面談者：野田典宏氏（廃棄物管理／研修） 
 
１．処分場での水質モニタリングについて 
• 水質モニタリングはプロジェクトの後半より活動が停滞していたが、サモア水道公社

（SWA: Samoa Water Authority）に 2 ヶ月間だけの設定で処分場の処理水の内容物分析を

依頼した。先月（2010 年 1 月）より処理水のサンプリング採取が行われ（現在までに 3
回実施）分析したデータを見ると水質は予想以上に綺麗なものであった。この取り組み

は来月まで継続する予定である。 
• 処理水の分析には、サンプル 1 回あたり約 2 万円、月に 4 回実施すれば 8 万円ほどの経

費がかかる。このため、MNRE 内ではこのような方法で処理水の化学分析を継続的に実

施できる見通しは立っておらず、このような取り組みが恒常的に実施されるためにはま

ずは MNRE 内で水質モニタリングの重要性を理解し、実施できる体制を整える必要が

ある。 
• 処分場の処理水の水質に関する法的規制は本来はあるべきであるのだが、現状としてこ

のような法的規制は存在しない3。 
  
２．処分場の有害ごみと処理水の浄化 
• サモアには人体に害を及ぼす化学物質などを取り扱う工場などは存在せず、蛍光灯から

の水銀や家庭ごみの塩素系洗剤などが唯一懸念されるごみといえる。医療廃棄物に関し

ては保健省が監督しており、タファイガタ処分場内に焼却炉（incinator）を設置してい

る。 
• 浸出水のため池では、チャンネルを通じた生物処理を行い、水を浄化している。 
• 右処分場に常駐する MNRE スタッフの主な業務には以下の物が含まれる：①持ち込ま

れたごみをどこに持っていくかをゲートで指示、②浸出水が出てきたら対応する、③準

好気性構造に特徴的なガス抜き管、浸出水用のパイプの維持管理、ブルトーザーが壊さ

ないように監督するなどが含まれる。 
 
３．処分場でのごみ分別について 
• トラックスケールは未導入であり、持ち込まれるごみの総量の把握は難しい状況である

が、100 エーカー（約 40 ヘクタール）の面積は、建設当初の計算よりも早いスピード

で持ち込まれたごみで埋められている。減量化の一環として、多少の分別（台所ごみの

コンポスト化、草木を別の場所に分ける、等）は行われているようである。 
• 処分場は年月とともに点々と場所を変える性質のものであるが、一箇所がごみで埋め尽

くされた時には綺麗な形で閉鎖する必要がある。日本の矢崎工業はサモアに自動車部品

工場を有しており（オーストラリアへ輸出）、発泡スチロールが多量に廃棄されるがこ

れらはなかなか腐らず、埋立地の面積をとってしまっている。 
 

                                                        
3 MNRE 次長とのインタビューによれば、現在サモア国内で始めての廃棄物分野の法律である Waste Management Bill が国会承認を

間近に控えているということであった。詳細は同氏とのインタビュー記録（2 月 4 日）を参照のこと。 
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２月３日（水）アピア 
14:20-15:20 
SPREP 表

敬訪問 

面談者：Mr. Kosi Latu, Acting Director of SPREP 
 
調査団より今回の調査の目的と JICA プロジェクト評価ガイドラインに基づく JICA の数量

辞表かの手法・手順などについて概要説明を行い、調査日程の確認および調整を行った。

この他、主な発言事項は以下のとおり。 
 
１．近隣諸国の本プロジェクトに対する認識 
• 昨年 11月に実施された SPREPのレビューワークショップ時に近隣から参加した国々か

ら本プロジェクトに対する前向きなコメントをたくさん受けた。近隣諸国では日本

（JICA）は廃棄物分野でコミットメントを強く持っていると認識しており、そのことは

同分野において深刻な課題を抱える国（例．さんご礁の小国であるキリバス、ミクロネ

シアなど）にとって心強いものである。 
• ニウエ、クック諸島などからの参加者からは、本プロジェクトで自国での内国研修が実

施されなかったことに鑑み、今後も是非これらの国々を含めた地域で内国研修に重点を

置いた協力を期待する声が多く聞かれた。 
 

15:30-17:10 
SPREP カ

ウンター

パートイ

ンタビュ

ー 

面談者：Ms. Esther Richards, Solid Waste Officer, SPREP 
 
１．SPREP の役割について 
• SWM 分野では、政策面への技術支援や資金調達を行っている。この他、各国の国家戦

略（NSWMS）策定にあたってはリソースパーソンとして研修に関わった。 
 
２．SPREP フォーラムについて 
• SPREP の Waste Forum は 2007 年に設立され、プロジェクトのニュースレターなどを掲

載している。情報交換を目的として設立されたが、あまり活発には活用されていない（設

立以来フォーラムには 18 回の投稿があるものの他 PIF 諸国からの投稿はない） 
• Esther 氏自身が同フォーラムのモデレーターとしての役割を担っているが、恒常的に情

報を発信する時間を取ることは難しい状況。各国ではインターネットアクセスに問題の

ある地域もあり、日常の廃棄物担当官とのやりとりは電話やメールなどが中心。 
• プロジェクトのニュースレターはこれまで 4 回発行、現在 5 つ目を作成中である。この

他の情報交換の機会として 2009 年 7 月～8 月の 4 度の地域集会（サモアで 3 回、グア

ムで 1 回）や SPREP のオンライン図書館も情報交換の手段として挙げられる。 
• この他、インフォーマルではあるが九州で行われた本邦研修の研修員達の間でメーリン

グリストが立ち上げられ、連絡を取り合っている。 
  
２．大型廃棄物について 
• プロジェクトにより質問表を作成・配布したが回答率は低かった。もともと担当官は

日々忙しく、回答に割く時間を見つけることが困難な上、情報自体が少ないものと予想

される。例えば、大型廃棄物については、港で車などを輸入する段階で税関による数量

の把握がなされるべきであるが、このような取り組み自体がなされていない国が多い

（このため、国内に入る車などの数値的なデータは存在しないことが多い）。フィジー

のように工業化した国では国内にリサイクルセクターも存在するが、さんご礁の小さな

国（キリバス、マーシャル、ツバルなど）は自国内でリサイクルすることすら難しい。

• フランス（AFD）の協力により、①南太平洋大学における廃棄物管理分野の研修、②大

型／有害廃棄物（鉄くず、廃棄油、化学物質、POPs）に関する F/S の実施、③国家レベ

ルでの資金調達メカニズムの模索を 3 つの柱とした協力（総額 100 万ユーロ）が実施さ

れている。大型廃棄物に関する基礎調査もこの一環として行われた。 
 
３．その他の事項 
• タファイガタ処分場をモデルとした処分場改善のケースは、バイアタ（サモア）、ブフ

ァ（バヌアツ）、ラウトカ（フィジー）、コスラエ（ミクロネシア）の 4 箇所のみ認識し

ている。 
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２月３日（水）アピア 
• コミュニケーション：概ね良好であったが、以下のような状況もあった。 

① 他 PIF 諸国と SPREP：研修参加者の応募書類の締切までに書類が届かないことが

多く、フォローアップに多大な労力と時間を要した。 
② MNRE と SPREP/JICA：会議のミニッツの確認のため、数多くのメールやフォロー

アップが必要とされ、時間と労力を要した。 
③ SPREP と JICA：津波被害による廃棄物処理のために JICA が追加的予算でプロジ

ェクトを実施したが、このような活動の変更に対して SPREP は一切事前に相談を

受けたり情報提供を受けることがなかった（注：日本側に確認したところ、津波関

連のプロジェクトは本プロジェクトとは別予算で実施されたものだが、SPREP 側

には本プロジェクトの一環として行われたものだという誤解があるものと思料）。

• 日本人専門家交代による影響：長期専門家から短期専門家への移行はプロジェクトの継

続性に影響を及ぼした。短期専門家の派遣開始に際しては活動や計画のアップデートに

関するブリーフィングが必要とされた。各派遣期間が終わる度に SPREP および専門家

は予算報告書等の処理に膨大な時間が割かれ、これは派遣の度に繰り返された。また、

専門家が交代する度にそれまでに得た各PIF諸国に関する知見が人の交代とともに失わ

れ、他 PIF 諸国との長期的関係構築も困難であった。 
• 短期ベースの派遣は、（大洋州としての共通点だけでなく）各国に特徴的な情報や知見

を培うには十分な期間ではなく、このことは特に内国研修の実施にあたって、その国に

特化した研修内容をアレンジすることに制約をもたらした。 
• 予算管理の責任所在がプロジェクトの期間中幾度となく SPREP、JICA 間で変更され、

SPREP が予算管理を任された時には、内国研修の終了ごとに個別に予算報告に関する

MOU を締結する必要が生じた。予算管理主体の度重なる変更と、内国研修ごとに MOU
を締結することに多大な事務処理が必要とされ、SPREP 内の理解を得ることも困難であ

った（予算管理の主体が一貫していないことについて） 
 

２月 4 日（木）アピア 
11:00-12:15 
MNRE カ

ウンター

パートイ

ンタビュ

ー 
 
 
 
 
 
 
 
 

面談者：Mr. Setoa Apo, Principal Waste Management Officer, MNRE 
Ms. Katenia Rasch, Senior Chemicals and Hazardous Waste Management Officer, MNRE 
Ms. Fuatino M Leota, Principal Chemicals and Hazardous Waste Management Officer, 
MNRE 
 
(一部、2 月 5 日実施の追加インタビューの内容も含む) 
１．基本情報 
• タファイガタ処分場の MNRE オフィスは廃棄物（SWM）と化学廃棄物の 2 つのセクシ

ョンがある。プロジェクトとの関わりが強いのは前者の SWM セクションとなる。 
• 化学廃棄物セクションは、主に住民の意識化や学校の実験室などで使用した薬品の処理

方法などについての問い合わせに応じている。タファイガタ処分場内では化学廃棄物を

処理する設備がないため、化学廃棄物は処分場に持ち込まないよう呼びかけるとともに

その適正な処理方法についても助言を行っている。 
• 同事務所には、4 名のオフィサー（Principal, Senior, Landfill, Contract 各 1 名）と 7 名の

casual worker が常駐している。 
 
２．プロジェクトの活動、処分場モデルについて 
• Katenia 氏は 2007 年 9 月より本プロジェクトのカウンターパートとして配置されたが4、

プロジェクト前半期には協力隊（JOCV）による環境モニタリング活動への支援やサモ

アで実施した内国研修（2008 年および 2009 年実施）の準備・実施、SPREP 発行のニュ

ースレターに対する情報提供などを行った。 
• プロジェクト活動における C/P の主な役割は、浸出水のモニタリング実施が大部分を占

めており、それ以外の運営管理面でプロジェクトとの直接的なつながりは薄い。 
• タファイガタ処分場の経験は良い経験・悪い経験ともに他国に参考になると思う。良い

                                                        
4 2009 年 4 月からは化学廃棄物セクションに異動となったため現在は直接的なカウンターパートではない。 
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２月 4 日（木）アピア 
経験としては、処分場改善によりハエが減るなど処分場内の環境が目に見えて改善した

点、悪い経験としては、運営管理面や浸出水モニタリングの継続にあたって通ってきた

課題があげられよう。 
 
３．民間業者（コントラクター）等他関係者とのつながり 
• 処分場にはごみ収集業者（6 社）や維持管理を行う業者5（1 社）をはじめとする複数の

民間業者が維持管理に直接携わっている。これらの民間業者は MNRE に雇われた Casual 
Worker により、また Casual Worker は Landfill Officer によりそれぞれ監督されている。

• 維持管理を行う業者は、週 5 日、一日あたり 8 時間処分場内においてブルトーザー類の

操作や escalation を実施している。また、月に 1～2 回の頻度で土をかぶせる作業をして

おり、このタイミングでは 1－2 名程度増員される。 
• 処分場内に出入りするスカベンジャーをコントロールするのは難しいことがある。特に

2008 年後半から 2009 年初めにかけては市場でスクラップメタルの価格が上昇した時期

があり、スカベンジャーが多く集まった。また、この他野生動物も処分場の運営に支障

をきたすこともある。 
 
４．水質モニタリングについて 
• 前半期の専門家による水質モニタリングは、①専門家独自で開発した手法であり、他に

誰もそれについて知っている人がいないこと、②専門家も JOCV も離任したあとに、ほ

とんど日本語で記載があるテストキットの使用が困難だった、③テストキットを使い切

ってしまったあとで、追加的に入手する手段が全くなかった（上記①とも関連した理由

による）などの理由で、現場でこの手法が定着することはなかった。 
• 現在では、水質モニタリングの継続性にも配慮し、オーストラリアやニュージーランド

からモニタリングキットやメーター類を入手してモニタリングの体制を整えられない

か検討している（見積もりを取得済）。化学分析は機材の不足などからなかなか実施が

難しいが、処理水の色や温度などといった基本的なモニタリングはすぐ実行に移すこと

ができる。 
• 処理水の成分分析を 2 ヶ月間に限って依頼している SWA 内に昨年（2009 年）Waste Water 

Division が設立された。2008 年より EU と ADB 資金でプロジェクトが開始され、主に

生活排水の分野で取り組みが行われている。処分場の処理水まではスコープに入ってい

ないが、汚泥もタファイガタ処分場に持ち込まれていることから、MNRE としても今後

の右プロジェクトの動向には注目している。 
 
５．その他の事項 
• 津波の影響：2009 年 9 月に襲った津波の影響により、事務所内の職員がその対応に追

われるなど日常業務が滞ったことがあった。被災地からの大型廃棄物の量も大幅に増加

し、ゲート入口付近に集められた Bulky Wastes の山の約 8 割～9 割がこの時に持ち込ま

れた廃棄物である。草木やメタルなど雑多な廃棄物が混在した状況で、分別がなされて

いない。 
• 火事について：2008 年 6 月～8 月にかけ、処分場内で大規模な火災が発生した。直接的

な原因は分からなかったものの、その後プロジェクトにより危機管理に関する研修の機

会が設けられた。その時に Fire Management Incidental Plan が作成された。 
• タファイガタ運営管理マニュアル：プロジェクトで作成された同マニュアルは、分量的

にも多く、処分場内の現場で働く業者や Casual worker 達が実際の業務で活かすには難

しい。全てのトピックがカバーされている反面、必要な時に必要な情報を分かりやすく

まとめたよりシンプルで使いやすいものに改訂してもらうよう申し入れをした。 
• 処分場の維持管理費に関しては、土の蒸し返し（2 週間に一度）や民間業者（ローラー、

エスカベーターなどの機械）に支払う額は年々増加しているといえる。政府予算は急激

に増額されることは非現実的なため、毎年少しずつ必要経費を増額して申請し、維持管

                                                        
5 ローダー（ブルトーザー）とバックルの操作も含む。 
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２月 4 日（木）アピア 
理に対してもコンスタントは予算が得られるよう働きかけている。 

• Waste Management Bill：来週にも国会で 3 度目の審議が行われる予定。現在廃棄物分野

の法的規制としては、プラスティックバックに関するものが制定された。この他、有害

ごみに関する法律も制定される見通しである。また、先の WMB の中には処分場の運営

実施に関するセクションも含まれていると聞いている。 

13:00-14:00 
MNRE 表

敬訪問お

よびイン

タビュー 

面 談 者 ： Mr. Faleafaga Toni Tipama’a, Assistant CEO, Division of Environmental 
Conservation (DEC), MNRE 
 
調査団より今回の調査の目的と JICA プロジェクト評価ガイドラインに基づく JICA の数量

辞表かの手法・手順などについて概要説明を行い、調査日程の確認および調整を行った。

この他、主な発言事項は以下のとおり。（2 月 5 日実施の追加インタビューの内容も含む）
 
• 廃棄物分野への予算配分は年間 11 万 6 千タラ（2010 年/2011 年度）であった。この予

算を DEC 内の 5 つのセクション（廃棄物はそのうちの一つ）で分配している。この他、

民間業者（ごみ収集など）に対し別会計で 250 万タラ、人件費に 97 万タラ程度の予算

が見込まれる（ほぼ毎年同じレベルで推移）。 
• 国家廃棄物戦略との関わりで言えば、 近になりサモア国で始めての廃棄物分野の法律

である Waste Management Bill がほぼ承認される見通しである（来週には国会で承認予

定）。これは、廃棄物管理の全てに関する規定が含まれており、処理水についての記載

も含まれる見通し（具体的な数値規定などは不明）。 
• 上記に加え、Sanitation Bill が 近 MNRE を中心にドラフトが作成され始めている。草

案作成にあたっては、MNRE、保健省、サモア水道公社（SWA）、財務省、民間コンサ

ルタントなどからなる検討委員会が設立された。 
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２月 5 日（木）アピア 
10:30- 
前 CEO イ

ンタビュ

ー 

面談者：Mr. Tu’u’u Luafatagasa 
 
１．基本情報 
• Tu’u’u 氏は 1999 年から 2009 年 9 月まで MNRE の CEO を務めた。それ以前は Ministry 

of Works で土木分野に携わった。 
 
２．タファイガタ処分場のモデルとしての強み 
• 処分場で導入している準好気性構造は初期投資は比較的少なく、また一度に全ての施

設を建設しなくとも部分的に少しずつ増設していくことができるものであった。これ

は、例えばフィジーで EU プロジェクトにより建設された他の構造の処分場に比べて

も、費用面での負担は少ない。通常処分場建設は高額なものであるとの認識が他国で

もあるが、タファイガタ処分場は少ない初期投資で建設することができ他国のアピー

ルにもなった。 
• この他、電気を使用する構造であるが、電気のない地域（サバイ島や農村部など）で

は電気を使用せずに運営できるなど、状況に応じてフレクシブルな対応が可能である。

• 処分場運営に必要とされる技術は高度なものではなく、理解しやすいものとなってい

ることも同処分場の持つ強みといえよう。 
 
３．プロジェクトの政策面へのインパクト 
• プロジェクトを通じて政府内の廃棄物に対する認識も高められたように感じる。現在

まで残る課題としては、ごみ収集にかかる費用をユーザー負担にシフトすることがな

かなか難しい（現在は政府資金により支払われている）。 
• NSWMSの策定プロセスにおいては、ローカルコンサルタントを中心にMNRE、Ministry 

of Women, Society and Community、保健省、教育機関（Univ. of South Pacific 等）など多

くの関係者を巻き込み、策定を行った。国家政策としては、2001 年/2002 年頃より Waste 
Management Policy（WMP）が策定され、5 年ごとに見直されている。NWSMS はこの

WMP をより Operational レベルで実施に移すための位置づけである。アクションプラン

については、予算申請のためのプロポーザルとリンクしており、今後作成される（予

定）。 
 
３．アウトプット４（大型廃棄物） 
• 大型廃棄物の問題はサモアではまださほど深刻ではない。鉄くずや車の部品・タイヤ

などは一部すでに民間業者がリサイクルをしている。リサイクルにかかる費用は、ユ

ーザーではなく業者側が負担している。（国内には主に 2 つの主要なリサイクル業者が

ある）。 
• 地域レベルの協力として、サモアでは近隣のトカル島（NZ 領）と協力し、トカルから

サモアへ大型廃棄物の船での輸送を実施している（車、機械、コンピュータ部品など）。

このように自国でリサイクルができない小国にとっては、大型廃棄物は大きな課題で

ある。 
15:00- 
JOCV イン

タビュー

① 
 
 

面談者：尾上保子氏（環境教育、2009 年 6 月～2011 年 6 月、配属先：MNRE タファイガ

タ処分場、廃棄物課） 
 
• 主な活動内容として処分場内では、浸出水モニタリングや検査キットの翻訳、見積も

り取付けなどを行っている。この他、小学校での環境教育（３Ｒ）実施、クリスマス

の時期にはペットボトルを活用したツリーの作成を行った。 
 
• 以前に日本で廃棄物関連のプロジェクトに関わった経験があるので、今後はこの経験

も活かし処分場においてコンポストに挑戦してみたい。人も少なく、道具も十分では

ないが、枯れ草などを集めて工夫を出来ると思う。 
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２月 5 日（木）アピア 
16:15- 
JOCV イン

タビュー

② 
 

面談者：武田敦岐氏（環境教育、2008 年 6 月～2010 年 6 月、配属先：MNRE 人材能力開

発課） 
 
• 担当分野である環境教育に取り組む中で、ゴミ問題は比較的取り組みやすいため活発

に実施している。ＤＥＣ内ではポスターデザインの作成、ニュースレター作成のため

の写真撮影などを行った。また、サモア国立大学（ＮＵＳ）で福岡方式に関する講義

をする機会もあった。 
• 所属している部署に限らず、環境省内の他部署（例．森林や廃棄物担当部署など）と

も適宜連携して活動を実施している。 
• SWMPOR プロジェクトとの関連では、サモアで実施した内国研修に参加した。ローカ

ルコンサルタントのファフェタイ氏が講師を務めたが、参加したワーカーの人たちが

真面目に講義に聞き入っていたことが印象的だった。維持管理のセッションでは、パ

イプを壊さないようにどのように業務を遂行すれば良いか等実践的な内容が講義され

た。 
• 国内の廃棄物事情について、 近プラスチックバックに関する法律が制定され、

Bio-degradable なもの以外の使用が禁止されることになった。一方、ペットボトルなど

は NZ 経由中国に売っているようであるが、船の燃料代が高く簡単に減らすことは出来

ない状況と聞いている。 
 
２月８日（月）アピア 
10:00-12:00 
ファフェ

タイ氏イ

ンタビュ

ー 
 
 
 
 
 
 
 
 

面談者：Mr. Toomata F. Sagapolutele 
 
１． ファフェタイ氏の経歴についての概要 
• 2001 年 Chief External Service Officer , Corporate Service Division, MNRE（当時はまだ処分

場がなくダンプサイトやごみ収集に関する業務を実施した。） 
• 2002 年 Principal Urban Management Officer, Planning and Urban Management 

Agency(PUMA), MNRE（PUMA の設立とともに上記 CSD から PUMA に異動。仕事内

容は上記同様） 
• 2005 年 PUMA が MNRE から Ministry of Works の管轄下に異動したが、ファフェタイ

氏は引き続き廃棄物分野に関わっていけるよう MNRE に残ることを依頼。当時の CEO
（Mr. Tu’u’u 氏）の理解もあり、これを機に MNRE 内に Waste Management Unit が設立

され、同氏は Principal Waste Management Officer として着任した（現在の Setoa さんの

ポスト）。 
• 2008 年４月より、MNRE を離れ JICA のローカルコンサルタントなど民間セクターで

活動している。 
 
２．サモア政府内における廃棄物分野の理解度変遷 
• 2005 年 MNRE 内に Waste Management Unit が設立された頃より、当時の CEO と Waste 

Management Agency 設立構想について議論し始めた（現在でもまだ Agency にはなって

いない）。その設立根拠のための法的整備を図るため、Waste Management Legisration を

整備する話も始めた。 
• プロジェクトを通じて、廃棄物といえばタファイガタ処分場のことを誰でも知ってい

るくらい、政府内での認識が向上した。ごみ収集や処分場管理のために民間業者に支

払う額も年間約 35 万タラレベルの予算が恒常的につけられているなど、政府からの支

援も得やすい状況にある。また、プロジェクト開始当初は廃棄物課の職員は 1～2 名で

あったが、現在では 4 名に増員された6。 
• 今後もタファイガタ処分場の運営・維持管理に関して、政府から同程度かそれ以上の

予算を得る見通しは高いものと思われる。 
• 現行の国家開発戦略（Strategy of the Development for Samoa 2008-2012）は、国家戦略の

                                                        
6 これらは Principal Officer, Senior Landfill Officer, Waste Landfill Officer, Control Officer である。 
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中で始めて Solid Waste に関する記述を含んだ文書となった。このことからも、政府内

の同分野における優先度が高いことが伺える。 
 
３．プロジェクトとのつながり 
• プロジェクトの開始当初（2006 年）より 2008 年 4 月までは、MNRE 側の Principal Waste 

Officer として本プロジェクトの技術的カウンターパートであった。これまで町に位置

していた廃棄物課の事務所を、処分場のより近くに移動するよう申し入れたのも同氏

であった。処分場内の事務所は 2005 年に設立され、ごみ収集業者の管理監督業務など

を処分場内の事務所で実施できる体制が整えられた。 
• 民間業者に対する TOR や予算案作成もファフェタイ氏が中心となって行った。予算申

請にあたっては、「タファイガタ運営管理マニュアル」なども参考にし（どの程度の頻

度で土の蒸し返しが必要か等）、年々少しずつ必要な経費を計上し、予算を得ることに

成功している。通常民間業者とのコントラクトは 3 年間ごとに入札により業者選定を

実施している。 
• プロジェクトの各専門家が実施した重点活動としては、①水質モニタリング（廣中専

門家）、②内国研修企画・実施、ニュースレター（川畑専門家）、③地域ワークショッ

プ（野田専門家）と理解している。長期型→短期型の派遣に変更され、専門家との日々

のコミュニケーションがより限定的になものとなった。 
 
４．水質モニタリングについて 
• プロジェクトの前半期から離任する 2008 年 4 月頃までは、処理場の部下（Senior 

Principal Officer 等）から毎月水質モニタリング報告書が提出されていた。廣中専門家

が離任後、モニタリングを中心となって実施していた JOCV 隊員も帰国し、水質モニ

タリングの活動は途絶えてしまった。理由としてはキットそのものの有効期限が切れ

ていたこともあるが（期限が切れていても多少は使用可能な状況であった）、それ以上

に現場スタッフのモチベーションが低かったように感じている。 
• 先月（2010 年 1 月）より 2 ヶ月間の予定で SWA（Samoa Water Authority）に浸出水の

水質モニタリングを依頼している。SWA への外部委託を今後通年で実施するとなれば、

WST9,600／年程度の予算で実施可能であり（キット代やサンプル採取、水質分析など

全て含む）、その予算を外部コントラクターとの予算内に含めることを MNRE タファイ

ガタ処分場事務所のスタッフには提案している。 
• しかし、上記事務所内には SWA への外部委託ではなく、独自に MNRE 内にラボを設

置し、モニタリングのキットや機材を調達して実施したいというスタッフがいるなど

（例．Principal Chemical and Hazardous Waste Management Officer の Fuatino さんなど）、

MNRE 廃棄物課内で意見が分かれているのが現状である。仮に、独自で実施すること

を選んだ場合、事務所内に水質モニタリングの専任スタッフを置くことが望ましいが

（現行ではこれを出来る人員がいない）、MNRE 職員の増員はすぐには難しいと思われ

る（恐らく出来ても 5 年後）。現在見積もりを取り寄せているキットを調達しても、そ

の後きちんと活用されるかについて疑問を抱いている。 
• 他方、水質モニタリングを外部委託するもう一つのメリットとしては、廃棄物処理場

の監督機関である MNRE 独自が浸出水分析を行うよりも、外部機関（SWA）により実

施されたほうがよりそのデータの客観性、信頼性が確保できるという点が挙げられる。

さらに、外部委託（WST9,600／年）のほうが、MNRE 独自にラボを設置し実施する

（WST11,000／年程度）よりも費用的に低く抑えることもできるという試算もある。 
 
４．タファイガタ処分場の運営管理について 
• 2009 年 10 月より、SPREP（エスタ）、MNRE（セトア）、ファフェタイ氏の 3 者により

月に一度の処分場視察が開始された。これにより、MNRE 廃棄物課職員が適切にコン
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トラクターの運営管理を監督しているか、必要に応じ助言を行っている7。なお、処分

場全体の維持管理や草刈などは民間コントラクターに依頼しているが、施設の維持管

理（導水路の石を取り替えるなど）については MNRE 廃棄物課の責任により実施して

いる。 
• ゲートにおける分別は、以前から実施しているが 近では以下のように徹底している。

① 農村部からのごみ：Green Waste の持ち込みは禁止（農村部では Green Waste を置

く場所があるため）しているため、農村部からのトラックは奥のごみ廃棄場に案

内する。 
② 都市部からのごみ：Green Waste が混ざっている場合があるため、ゲートで Green 

Waste、大型廃棄物（鉄くず含む）、プラスチックなど分けた場所に下ろすよう指

示している。 
③ 大型廃棄物については、処分場内のリサイクルセンターで年に 3 回回収・処理を

実施している。 
• タファイガタ処分場の環境：2001 年まではオープンダンプサイトで、臭いもありハエ

などがいる環境であった。2002 年よりアップグレードの工事が開始され、2003 年に完

成した。その後タファイガタ処分場の環境は改善し、運営・維持管理もきちんとなさ

れてきた。2008 年 4 月のファフェタイ氏異動後、処分場の運営管理面にも問題が出始

めた。 
• タファイガタ運営マニュアル活用度：専門家が不在な時など、（前述の）民間業者との

TOR 作成、予算申請にあたっては、右マニュアルを参照しながら作成した。この他、

同マニュアルはファフェタイ氏によりサモア語に訳され、よりシンプルな体裁（B5 サ

イズ）に改訂された（2009 年 12 月にドラフト完成）。現在 MNRE 廃棄物課職員を中心

にコメント依頼をしている（まだ回答はない）。 
 
５．その他の事項 
• 廃棄物処分場の変遷：2001 年には都市部のみごみ収集サービスがあったが、2007 年に

は全国に拡大した8。また、2006 年には準好気性構造を取り入れた処分場を独自資金で

サバイ島に建設した（約 10 万タラ程度の費用により 3 ヶ月間で完成した） 
• 上記２．で述べたような政府の理解を得ることができた背景には、①当時の CEO が廃

棄物分野への理解、関心が深かったこと、②地域や民間会社（矢崎工業等）、ドナー

（JICA、UNDP など）からの支援を得ることができたことも追記できる。このような

外部からの支援もあったことで、同分野に対して政府内でも協力的な環境が作られた。

• NSWMS 実施にあたっての課題としては、①ごみ収集にかかる費用のユーザー負担の

導入（現行までは政府がずっと負担してきた）、②Waste Minimisation の実施などが重要

な課題と認識している。 
• Waste Management Bill について、内容はまだ概略的なもの。今後これに基づきより具

体的な Regulation が制定される予定。Landfill Management Plan 策定にあたっては、タフ

ァイガタ運営マニュアルも参考にされる見通しがある。 
• Capacity Assessment について、フォーマルな意味での Assessment は実施されていない。

（詳細は質問表の回答参照）。地域レベルでの Capacity Assessment に関する Benchmarks
や Frameworks の有無については Esther さんに確認する。 

 
 

 以上 

                                                        
7 近の処分場視察の中で指摘された事項としては、①ごみが山積みになっているので、平らにするようコントラクターに指導、②

浸出水のため池からの導水路内の敷石をきれいなものにとりかえること（MNRE 廃棄物課で対応）、③ゲートでのごみ分別をより

徹底する（例．津波被災地より持ち込まれたごみは、草木などの Green Waste から大型廃棄物、メタルまで全て混在しているため、

それが置かれた Bulky Section はとりあえず閉鎖することなど）が含まれる。 
8 ごみ収集業者はウポル島に 12 社、サバイ島に 2 社、計 14 社あり、維持管理業者はウポル島、サバイ島それぞれに 1 社ずつある。 
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